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訳出するに当たって
本稿は，1980年の第三五会期（1979年12月17日の国連総会決議に基づき）
において，国連総会がその下に自らの作業部会を設置して起草に当たった
「移住労働者とその家族（構成員）の権利保護に関する国際条約」の十年に
およぶ作業部会報告書（国連総会第45会期第３委員会1990年６月21日付報告
書議長:Ｍｒ､ClaudeHELLERメキシコ,副議長:Ｍｒ・ＪｕｈａｎｉＬＯＮＮＲＯＴＨ
フィンランド）の英語版からの翻訳である。この報告書には，起草過程での
対立，論争点が網羅的に浮き彫りにされ，移住労働者の受け入れ側と送り出
し側との間での明確な立場の違いが鮮明に記録されていて，実証的にも興味
深い点も多く，冗長な部分もあえてそのまま訳出することにした。
追録されている「条約草案」は，1990年11月30日の国連総会第３委員会に
おいて，条約監視委員会の経費の負担をめぐる第72条第８項の規定について，
｢あるいは」の代替条項（本稿ｐ､91,ｐ､100及びｐ､138）が削除修正された上
で，１２月18日の総会において無投票（コンセンサス）で承認ざれ採択された。
それ故，この条約「草案」の翻訳は，現在の時点においては，「移住労働
者とその家族（構成員）の権利保護に関する国際条約」そのものということ
が出来よう。
本報告書は，前半部分（p､77～p､103）を成す
序文
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Ｉ作業の構成
Ⅱ移住労働者とその家族（構成員）の権利保護に関する国際条約
の条文の検討
Ⅲ移住労働者とその家族（構成員）の権利保護に関する国際条約
草案中の懸案となっている条文条項．1990年春期作業部会第二読
会採択。
Ⅳ条約草案の専門的審査の検討
及び後半部分（p､104～p､148）の
追録（条約本文）
から成り立っている。
なお報告書中におけるＡ（国連総会)，Ｇ３（第三委員会)，ＣＲＰ．（各国
報告書)，ＷＧ（作業部会）等を表わす英数字は訳出していない。
この条約は，
前文
第一部適用範囲及び定義（１～６）
第二部権利に関する無差別待遇（７）
第三部移住労働者とその家族（構成員）の人権（８～35）
第四部証書所持のまたは正規の状態にある移住労働者とその家族（構成
員）のその他の権利（36～56）
第五部特定の範檮の移住労働者とその家族（構成員）へ適用される規定
（57～63）
第六部労働者及びその家族の国際的移住に関する安定的，公正かつ人道的
及び合法的条件の促進（64～71）
第七部条約の適用（72～78）
第八部一般規定（79～84）
第九部最終規定（85～93）
の前文，九部九三条から成り立っている。
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（力Ⅱ藤・西村）７７
起草のための公開作業部会報告書
序文
１．全ての移住労働者とその家族（構成員）の権利の保護に関する国際条約
の起草作業部会は，すべての加入諸国へ公開して，1979年12月17日の国際連
合総会決議34／172に基づいて設立された。
２．作業部会は国際連合本部で以下の会期から開催された：
（a)第１会期1980年10月８日から11月19日国際連合総会第35会期中
（b)第１中間会合1981年５月11日から22日
に)第２会期1981年11月12日から20日国際連合総会第36会期中
（d)第２中間会合1982年５月10日から21日
（e)第３会期1982年10月18日から11月16日国際連合総会第37会期中
（f)第３中間会合1983年５月31日から６月10日
(9)第４会期1983年９月27日から10月６日国際連合総会第38会期中
仙)第４中間会合1984年５月29日から６月８日
（i)第５会期1984年９月26日から10月５日国際連合総会第39会期中
（j)第５中間会合1985年６月３日から14日
（k)第６会期1985年９月23日から10月４日国際連合総会第40会期中
(1)第７会期1986年９月24日から10月３日国際連合総会第41会期中
⑪第６中間会合1987年６月１日から12日
（､)第８会期1987年９月22日から10月２日国際連合総会第42会期中
（｡)第７中間会合1988年５月31日から６月10日
（p)第９会期1988年９月27日から10月７日国際連合総会第43会期中
（q)第８中間会合1989年５月31日から６月９日
⑪第10会期1989年９月26日から10月６日国際連合総会年44会期中
（s)第９中間会合1990年５月29日から６月８日
３．国際連合総会は、1989年12月15日の決議44／155において，とりわけ最
新の二つの作業部会の報告書（Ａ／Ｇ３／44／1及びＡ／Ｃ、３／44／４)を，
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特に同部会の成果を達成させるように，付帯決議した。同総会I土国際連合事
務総長に対して，同作業部会第二読会については承認を受けた条約草案の条
項本文の専門的な改訂を，国際連合事務局の人権センターに，1986年12月４
日総会決議41／120を考慮して，性差と用語の統一性を確保し国際連合の公
用語の訳文間の調整をはかる見地から，委託するとともに，その専門的修正
を施した事務局改訂草案を速やかに，かつ少なくともその次に開催される
1990年の作業部会の会合の一月前までに各国政府に送付するよう要請した。
同総会は，作業部会はニューヨークにおける経済社会理事会の第一通常会期
に引き続いて二週間の会合を同条約の事務局改訂草案の検討と残りの条文の
完成のために行なうと決定した。同総会は国際連合事務総長に対して，１９９０
年春期に開かれる条約草案の会合の間に，第二読会において，作業部会委員
の起草を終わらせることができるように，各国政府へ作業部会の最新の二つ
の報告書を送付するよう求めるとともに，またその第45会期中に決定を成せ
るよう，総会に宛てて，その会合で得られた結論を送付するよう求めた。同
総会はまた，国際連合事務総長にそれらの文書を国際連合の所轄の機関並び
に当該国際機関へ情報提供と，作業部会との協力の継続のために送付する
よう求めた。同総会は事務総長に対し経済社会理事会1990年第一通常会期
に引続き開催される作業部会にその間，その委任された権限の時宜を得た完
了のため，適切な事務的サーヴィスを確保するように要望した。
４．国際連合総会決議４４／155に従って，作業部会は1990年５月29日から６
月８日まで国際連合本部にて会合した。
５．作業部会は，あらゆる地域の代表の参加を得て，１６の会合を重ねた。そ
の会期には，国際労働事務局及び国際移民機関［１０Ｍｺのオブザーバーが参
加した。
６．作業部会は，会合に先立ち，以下の文書を受け取った：
（a）国際連合報告書1989年会期（Ａ/Ｃ、３/44/１及びＡ/０３/44/４）；
（b）条約草案の懸案となっている条文並びに部分のテキスト（Ａ/０３／
４５／ＷＯ１／ＣＲＰ／１）；
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（c）作業部会第二読会において採択された条約草案の条文並びに前文のテ
キスト（Ａ／Ｃ、３／45／ＷＧ、１／ＷＢ１）；
（d）言語上の問題から改訂された条文並びに前文のテキスト（Ａ／０３
／45ＷＧ１／ＷＰ、１／Rev、１）；
（e）文書Ａ／０３／45／ＷＧ，１／ＷＰ、１の条約草案の条文並びに前
文のテキストの専門的検討に関するコメントを提言（Ａ／０３／45／
ＷＧ１／ＷＰ､1／Rev、１／Add、１）；
（f）作業部会第一読会において暫定的同意を得た条約草案の条文並びに前
文テキスト（Ａ／０３／39／ＷＧ１／ＷＰ、１）；
（９）労働事務局1990年６月16日付書面，条約草案の条項並びに前文テキス
トに関する専門的検討へのコメント：
（h）国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）1990年６月21日付書面，条約
草案の条文並びに前文テキストに関する専門的改訂へのコメント。
７，作業部会は、以下の文書を参考にした：
（a）作業部会の以前の報告書（Ａ／０３／35／13,Ａ／Ｃ３／36／10,
Ａ／Ｃ３／37／１，Ａ／Ｃ３／37／７，Corr、１＆２（英語版の承)，
Ａ／Ｃ、３／38／ＬＡ／Ｃ、３／3／38／５，Ａ／Ｃ、３／39／１，Ａ
／０３／39／４，Corr、１（英語版の承)。Ａ／Ｃ、３／40／１，Ａ
／Ｃ、３／40／６，Ａ／０９／41／３，Ａ／Ｃ、３／42／１，Ａ／Ｃ、
３／42／６．Ａ／０３／43／１，Ａ／Ｃ、３／43／７）；
（b）条約草案第Ⅶ部（元第Ⅵ部）に対するメキシコによる提案（Ａ／Ｃ、
３／43／ＷＧ１／ＣＲＰ、１／Rev）；
（c）作業部会議長からの手紙，国際連合事務総長下の人権委員会へ作業部
会を代表して宛てられた；
(d）条約草案第Ⅶ部及び第Ⅸ部を内容とする日本提案の研究報告書（Ａ／
Ｃ３／44／ＷＧ１／ＣＲＰ、３）；
(e）丙ドイツ、ポルトガルによる条約草案第50条に対する提案（Ａ／Ｃ、
３／44／ＷＧ．／１／ＣＲＰ、４）；
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(f）日本における条約草案第50,56,62,70,72,74条に関する研究報告書(Ａ
／Ｃ、３／４４／ＷＧ１／ＣＲＰ、５／Rev、１）；
(9)第二読会において未だ保留になっている条約草案の未決定の条文と部
分（Ａ／０３／44／ＷＧ１／CRP、５／Rev、１）；
(h）1988年６月３日付書面，国際労働事務局による提案（Ａ／０３／４４
／ＷＧ１／CRP、２）；
(i）フィンランド、ギリシャ，イタリア，モロッコ，オランダ，ノルウエ
イ，ポルトガル，スペン，スウェーデン，ユーゴスラヴィアによって提
案された，規約草案第Ⅶ部への提案を内容とする研究報告書「条約の適
用」（Ａ、Ｃ３／43／ＷＧ１／CRP、５）；
(j）フィンランド，ギリシャ，インド，イタリア．ノルウエイ，ポルトガ
ル，スペイン、スウェーデン，によって提案された，第62条ter（自営移
住労働者）の提案を内容とする研究報告書（Ａ／Ｃ、３／43／ＷＧ１／
ＣＲＰ､６）；
(k）条約草案相互参照表（Ａ／Ｃ、３／40／ＷＧ１／ＣＲＰ、３）；
(1)フィンランド，ギリシャ，インド，イタリア，ノルウェイ，スペイン，
スウェーデン提案の自営移住労働者に関する研究報告書，その後ポルト
ガルが加わり，条約草案第Ⅳ部及び第２条への追加条項のための提案を
含んでいる（Ａ／０３／40／ＷＧ，１／CRP、６）；
何作業部会副議長から作業部会議長へ宛てた1985年８月21日付の書面
（Ａ／０３／40／ＷＧ、１／ＣＲＰ、７）；
(h）米国による条約草案第２条に関する提案を内容とする研究報告書（Ａ
／Ｃ３／40／ＷＧ１／ＣＲＰ、８）；
(6)オーストラリアによる条約草案第２条第２項に対する新たな条項の提
案（Ａ／０３／40／ＷＧ，１／ＣＲＰ，９）；
(p）デンマーク提案の研究報告書：文書Ａ／Ｃ、３／39／ＷＧ１／ｗＰ、
１の第89条修正の提案（Ａ／Ｃ，３／40／ＷＧ１／ＣＲＰ，１１）；
(q）特定集団に関する問題についての政策の国際連合事務総長報告書：移
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）８１
住労働者とその家族(構成員)の社会的状態（Ｅ／ＣＮ、５／1985／８）；
(r）第一読会において暫定的に合意したテキストについての国際労働事務
局見解（Ａ／０３／40／ＷＧ１／ＣＲＰ、１）；
(s）作業部会報告書についてのコロンビア政府の意見書（Ａ／０３／４０
／ＷＧ１／ＣＲＰ、２）；
(t）メキシコ代表が提起した条約草案第70,72条のための提案テキスト（Ａ
／０３／40／ＷＧ１／ＣＲＰ、４）；
(u）フィンランド，ギリシャ，イタリア，ノルウエイ，ポルトガル，スウ
ェーデン，スペインが提起した、条約草案第１部，第２，４条，第Ⅳ部
のための修正提案に含まれる「移住労働者migrantworkers」の定義
に関する研究報告書（Ａ／０３／38／ＷＧ、１／ＣＲＰ、５）；
(v）作業部会のメンバーによって成された提案の編纂（Ａ／Ｃ，３／36／
ＷＧ１／ＷＰ、１)。
I・作業の構成
８．作業部会は，1990年５月29日の第一回会合において，まず懸案となって
いる文及び条項について取りかかり，次に文書Ａ／Ｃ、３／45／ＷＧ１／
ＷＰ、１の作業部会によって採択された条項並びに前文のテキストを基礎に
した条約草案の専門的検討についての考察を取り上げることに合意した。そ
れは，文書Ａ／Ｃ、３／45／ＷＧ１／Rev、１／Ａｄｄｌ・の内容である
本文に関する提言とコメントと，文書Ａ／Ｃ、３／45／ＷＧ１／ＷＰ､１／
Rev、１に表わされた言語上の問題の専門的検討に基づいて修正された本文
とを考慮にいれている。また作業部会は，専門的検討の成果に検討を加え，
正弍な承認を求めてその案文を提案するため，起草のための小グループを設
けることを決定した。
９．会期の冒頭に，ノルウエイ代表は，作業部会の報告書（Ａ／Ｃ、３／４４
／４）のパラグラフ43に言及して，そのパラグラフに含まれている国際労働
事務局の言明は作業部会が船員に関する条項を検討した際には為されなかつ
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たが，前述の報告書の修正の際に為されたものであると発言した。同代表は，
前述の言明が為された状況を的確にその報告書に反映するべきであるという
立場をとった。モロッコ代表は国際労働事務局のオブザーバーは船員に関す
る条項を検討した際には出席していなかったので，その立場を支持した。
Ⅲ移住労働者とその家族の権利の保護に関する国際条約
の条文の検討
10.本報告書のこのⅡ部は、もっぱら第二読会においてなお未決定の条約草
案の規定，即ち第５0条，第61条の第３項，第４項（元第62条），第72条の第
８項（元第70条)，第87条、第88条の第３項，第４項（元第86条）について
の討論の成果を内容としている。討議は，文書Ａ／Ｇ３／45/ＷＧ１／ＣＲ
Ｐ１に含まれている提案及び会期のなかで提起された提案とに基づいて行
なわれた。
条約草案のタイトル
11．今会期において，作業部会は「労働者とWorkersand」という言葉と
「その家族TheirFamilies」という言葉の間に「の構成員Membersof」
という言葉を挿入することを決定した。
12．条約草案のタイトルは作業部会第二読会によって以下のように修正ざれ
採択された：
草案全ての移住労働者とその家族（構成員）の権利の保護に関する国際条約
第50条
13.1990／５／29第一回会合において，作業部会は第50条の検討を，非公式
の協議から浮かび上がり，文書Ａ／Ｃ３／45／ＷＧ１／CRP、１の第１
章のＭ提案として生まれた以下のテキストを基に行なった：
’'１．移住労働者の死亡もしくは婚姻の解消について，雇用受入
国はその国内に居住するその移住労働者の家族が家族の再結合のために滞在
の許可を与えることに十分配慮する；雇用受入国は，その家族が国内に居住
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していた期間を考慮するものとする。
’'２．そのような許可を与えられなかった家族（構成員）は,帰国
前相当な期間その問題処理のため雇用受入国に滞在を認められるものとする。
’'３．前項の規定は，受け入れ国の法律もしくはその国に適用さ
れる諸条約によってその家族に与えられた他のどんな居住と労働の権利に不
利に働くものと解釈されてはならない。
14．同提案第２項に関して，アルジェリア代表は「相当なreasonable」と
いう文言をより明確な「十分なsufficient」に置き換えるように望むと主
張した。モロッコ代表は，移住労働者に雇用受入国での問題を解決するのを
「彼らができるenablethemto」ように「するためにｉｎorder」「相当な
reasonable」もしくは「十分なsufficient」期間を与える規定のテキスト
をすすんで支持したいと明らかにした。ポルトガルとチュニジアの代表は同
一の意見を表明した。
15．西ドイツ代表は、実務的にいえば，特にその規定の適用のなされる際に
はその二つの文言はまったく同じであると述べた。彼は条約草案の他の条項
のなかで既に用いられている文言「相当な」を維持するように強く望んだ。
同代表はその委託により提起された文書Ａ／Ｃ，３／45／ＷＧ１／ＣＲＰ，
１に含まれているＢ提案を，作業部会が注目するように喚起するとともに，
第50条へのその慣用表現化の優先を表明した。しかしながら，他の形式化の
ための合意に反対するものではなく同報告書に反映された立場をとることに
満足するものである。
16．オランダ及びフランスの代表は，文言「相当な」の選択をはっきりと表
明した。オランダ代表はその文言は同国の法体系上明確な意味を有している
と述べ，両代表は，仮に国が「十分な」期間を認めねばならないとすれば，
それは結局作業部会が意図したよりはるかに広い意味に解釈されるであろう
と指摘した。
17．フィンランドとアルジェリアの代表は，文言「十分な」の選択を表明し
た。特にフィンランド代表は，既に第二読会において採択されたテキストの
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第49条に，期間の限定のために文言「十分な」を用いた先例があると発言し
た。日本代表はまた文書Ａ／０３／45／ＷＧ１／ＣＲＰ，１に含まれて
いる日本の提案によるＬ提案に，作業部会が関心を向けるよう求めた。
18．ソ連及びイタリア代表は，採用すべき表現法をめぐる論争は，以下の二
つの異なる考え方を反映していると指摘した。移住労働者の家族（構成員）
が家庭内の問題を解決するために必要な期間を必要なだけ得るべきかどうか，
ただ単にその期間内にその問題を解決するよう期待されるに十分な時間だけ
を与えるべきかどうか。イタリア代表は「相当な」という文言は，正しいバ
ランスを有しているという考えであった。ソ連代表は，一方では人道主義的
な利益と他方では国家と社会の利益との二つの利益の衝突という見地からそ
れらの異なる考え方を説明した。可能な妥協案として，ソ連代表は「相当に
十分なresonablysufficient」の検討を提案した。
19．米国，フランス，オランダ代表は前述の検討に同意するとともに，「相
当な」という文言は，正しいバランスを有していると感じていると，繰り返
した。フランス代表は他のいかなるテキストをも支持することはできないだ
ろうと述べた。
20．アルジェリア，モロッコ，インド代表は，全員，移住労働者の家族（構
成員）の利益を優先する明確な表現を好むと述べたが，各代表の立場を反映
するテキストの採用を強く求めることにより，コンセンサスを阻止するつも
りはないと述べた。
21．ソ連代表は，作業部会が「家庭内の問題を解決するsettletheiraffairs
の定義付のあらゆる諸問題に注目するよう喚起した。その表現は極めて広く
解釈し得るし，また同代表は，その正確な意味を明確にすべきであると指摘
した。オランダ代表の意見は，「相当な」という概念に関心を示していると
いうものであった。イタリア及びオランダ代表は，しかしながら，仮に作業
部会が「十分な」期間を許すと決定するならば，その場合には「家庭の問題
を解決する」ことの正確な意味が定義されねばならない。
22．前述の議論を考慮して，作業部会は第50条として以下の本文を採用する
移住労(励者とその族族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）８５
ことを決定した。
第50条
１．移住労働者の死亡もしくは婚姻の解消の場合，雇用受入国は家
族の再結合のために，雇用受入国に居住している家族（構成員）に，既に同
国に居住している期間を考慮して，好意的に滞在認可を与えるよう配慮する
ものとする。
２．前項の認可を与えられない家族（構成員）は，出発の前に雇用
受入国内におけるその個人的諸問題を解決するために相当な期間の滞在を与
えられるものとする。
３．本条第１項及び第２項の規定は，雇用受入国の法律または雇用
受入国に適用される二国間または多国間条約が当該家族（構成員）に与える
他の全ての滞在及び労働の権利に不利な影響を与えるものと解釈されてはな
らない。
23．日本代表は，第50条について棄権を表明した。
第61条
24.1990年６月29日開催の第二回会合において，作業部会は第61条（元第６２
条）の付加条項を文書Ａ／Ｃ３／45／ＷＧ１／CRP、１第Ⅱ章に含まれ
ている地中海スカンディナビア諸国グループ（ＭＥSCA）からの提案に基づ
いて，以下のように検討に入った。
’'１．…
，,(C）本条約第47条を侵害することなく，その報酬を出身国又は通
常の居住国に支払わせること。
”
’'４．現行の社会保障の手段を侵害することなく，また当該諸国
の間で二重課税を課することなく，当該諸国はその雇用期間中の労働者
を保障するために適切な手段をとるものとする：
８６
”(a）社会保障の目的のため,こ適切に扱われ，出身国もしくは通常
の居住国においていかなる権利の拒絶を，または社会保障費控除の二重
請求を受けないこと；
”(b）第48条を侵害することなく，二重課税を被らないこと。
及びフィンランド代表からの提案は以下である：
’'３．当該締約国に対する法の効力についての二国間または多国間の取
り決めに従い，締約国は事業従事労働者がその事業に従事中，その出身国も
しくは通常の居住国の社会保障制度の適切な保護を受けることができるよう
に努力する。当該締約国は，この点に関していかなる権利の拒絶及び二重支
払いを避けるための適切な手段を講じる。
’'４．第47条の規定及び特定の二国間あるいは多国間の取り決めを侵害
しなければ，その当該締約国は事業従事労働者の賃金の支払いを，その出身
国または通常の居住国において認めるものとする。”
この提案に当たり，フィンランド代表は，同提案第３項は雇用期間中の移住
労働者がその出身国の社会保障制度に加入することができるようにし，また
彼らが単に出身国にいないという理由のみで資格の享受を拒否されることを
防止することを，保障することを意図したものであると指摘した。これが特
に彼らの場合に重要であるのは，そのような移住労働者の側には雇用関係に
ある国にとどまる意思はまったくなく，それ故，その出身国の社会保障制度
に全面的に加わることを保障されねばならないからであった。提案第４項は，
雇用期間中の労働者が，そのものの国において支払いを受けることを許すこ
とを意図したものであった。イタリア代表は，その条項は使用者が雇用期間
中の移住労働者に，彼らが働いたその国の現地通貨で支払わねばならない義
務はないことを示していると付け加えた。
26．第３項に関して，西ドイツ代表は第二読会において採択された社会保障
に関する第27条本文は適切に雇用期間中の労働者を保護していないのではな
いかと問題にした。さらに，第27条の下では，すべての移住労働者は雇用受
入国の国民と同等の資格におかれていたが，一方この新提案は，一つのカテ
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）８７
ゴリーの労働者に対し異なる取扱に処すことにより，雇用受入国の法律が，
その出身国の社会保障が保護している性質に関する特定の状況においての糸
免除を認める場合に，雇用受入国が，その移住労働者の支払いを無条件に免
除するように義務づけられる状況を回避するためのものである。一貫性のた
めに，「その国の立法において」という文言は第二文の「適切な手段」とい
う文言の後ろに挿入されるべきである。同じく一貫性のために，新条項は，
なんらかの理由で第27条が適用できない場合lこのゑ効力を有するという点を
指摘する言葉を加えるべきである。彼は，提案された第４項を進んで支持し
た。
27．日本代表もまた，なぜ雇用期間中の移住労働者が特別な取扱の対象とさ
れるべきかを質し，代表団としてそうした考えに反対の意を繰り返しこの
規定全体の削除を提起した。
28．イタリア代表は，雇用受入国の国民との平等という原則は，当該の事例
には適切ではない。その理由は，通常の移住労働者は相当期間，雇用受入国
に滞在を望んでいるが，一方，事業従事労働者は明らかに一時的でありまた
通常はその国において永住者と同等の社会保障を享受することはできないで
あろうからである。
29．フィンランドによる第３項のオリジナルに対する西ドイツ代表の修正の
提案に関して，スウェーデン，フィンランド，イタリア，ユーゴスラヴィア，
オランダ，フランスの各代表は国法とは全く無関係に，公式化の選択を表明
した。各代表らは，国法との関連によりその条項の範囲は過度に限定するこ
とになると指摘した。西ドイツ代表は，この問題は国内法によって支配され
る問題であると確信しているが，この提案を主張することにより他の方法の
コンセンサスを妨害するつもりはない。
30．米国代表は，どのようにして国家は規定された事柄を一方的に規制し得
るのかを質し，それ故，以下のテキストをフィンランド提案に対する代案と
して提示した：「締約国は，事業従事労働者がその事業に雇用されている間，
出身国または通常の居住国の社会保障制度によって適切な保護を受け，そし
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て権利の拒否や支払いの重複を回避することができるように，二国間あるい
は多国間の取り決めを締結するように努力する｣。
31．イタリア代表は，国内の法律が時として最も妥当な規制の形態であるの
で，フィンランドの提案に取り入れられた方法を選択すると表明した。真の
目的は，社会保障と二重支払いの問題を規制することにあり，二国間及び多
国間の取り決めは単にその目的を達成するための－手段に過ぎず，本来の目
的ではなかった。フィンランド，オーストラリア，インド各代表も，同じ意
見を表明した。
32．オーストラリア代表はフィンランドによる第三項の提案中の「有効で
ｉｎforce」の後の「その…の為に」という文言は「彼らのために」の意に
読みとるべきであり，「関与する」の後の「これら関係諸国」という文言を
削除すべきではないかと提唱した。そうした言語上の厳密化はテキストをさ
らに明確なしのにすることであろう。
33．フィンランド提案へのコンセンサスをはかり，また，オーストラリア代
表の提唱した言語上の修正を考慮にいれ，作業部会はフィンランド提案を第
61条第３項，第４項と採用することを決定した。
34．この二つの条項の採択の後，米国代表は，代表団としてこうした規定に
関するコンセンサスを妨害するつもりはなく，その代表団の考えでは，社会
保障の諸権利の拒否または二重支払いを避けるために国家として採り得る
「適切な手段」は唯一，その目標の達成のために向けられた二国間協定また
は多国間協定への締結に努めることであろうということを公式に明確にした，
と述べた。
35．西ドイツ代表は，条約に事業従事労働者を包括することには,￣代表団と
して反対の立場を繰り返したが，コンセンサスを妨げないために，同代表は
代表団の立場を報告書の中に反映させることに満足すると指摘した。日本代
表は，それらの規定に関して同代表団の立場を留保する同様の言明をした。
36．第61条第３項第４項本文は，第二読会において以下のように採択された
第61条
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）８９
３．本人にとり効力のある二国間または多国間協定に従い，当該締約国
は事業従事労働者が本人の出身国もしくは事業従事中の常駐居住国の社会保
障制度により適切に保護され得るよう努めるものとする。当該締結国はこの
点に関し，権利の拒絶または二重支出を避けることを目指して適切な措置を
講ずるものとする。
４．本条約第47条の規定及び関連する二国間または多国間協定に抵触す
ることなく，当該締約国は事業従事労働者の出身国または常駐居住国におけ
る所得の支払いを許可するものとする。
第72条，第８項
37.1990年５月29日開催，第２回会合において，作業部会は以下のように文
書Ａ/C､3.45/ＷＧ１/CRP,１に含まれる元第70条第８項に代えて第Ⅲ節に含
まれるテキストに基づいて，第72条第８項の検討を行なった：
”８．［文書Ａ/C､3/45/ＷＧ１/CRP,1/Rev､1．右欄と同一文］
「同委員会メンバーは，その委員会の責任の重要性を考慮して総会が
決定する支払い条件で，国際連合の財源から俸給を受けるものとす
る｡」
38．フィンランド代表は，そのテキストの採用について，条約草案のテキス
トに浸透している普遍性の原則は，また，条約の履行の為の財源の問題にま
で及ぶべきであるという点から，支持を表明した。
39．米国代表は，締約国による条約への財源拠出制度の選択を強く表明し，
先例として，まもなく発効する最新の人権条約である拷問禁止条約the
ConventionagainstTortureを引用した。同国代表団は，進んで拷問
禁止条約と同質の条項あるいは文書Ａ/C､3/45/ＷＧ１/CRP､１に含まれる
日本のｃ提案のいずれか一方を支持するであろう。しかしながら作業部会は
コンセンサスに達することが出来そうにないので，この条約草案を第８項に
対する二つの代案とともに総会採択のために送付することが賢明であろうと
指摘した。財源問題は本質的に行政政策上の問題であるので，その解決は，
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より資格を有する人為の総会レベルでの質疑に委ねる方が妥当であろう。
40．西ドイツ代表は，米国の立場に大筋における合意を表明した。だが拷問
禁止条約に基づくテキスト仁の糸進んで支持をした。
41．スウェーデン代表は，コンセンサスは図れそうもなく，その場合には第
８項に対する代案とともにそのテキストを，総会での決定へと送付すること
が賢明であるという点に同意した。同代表団は，国際連合による資金提供制
度を支持し，先例として国際連合総会で採択された最新の人権条約である子
供の権利条約を引用した。日本の提案に関して，同代表は提案された委員会
の専門家の参加を管理する締約国による支払いあるいは他の拠出を認める考
え方は，専門家の独立性を損なうものであり，それが故に，たとい他に理由
がなくとも，それを支持することはできないと述べた。西ドイツ代表は，そ
の最後の点に同意を表明した。
42．日本代表は，文書Ａ/Ｇ３/45/ＷＧ､1/CRP､１に含まれている，同代表
団提出の提案に注意を喚起し，ｃ節の提案はもともとユネスコ憲章第16(5)条
から採ったものであると示した。
43．ユーゴスラヴィア，モロッコ代表は，人種差別撤廃条約のように締約国
による拠出基金による条約の実行において直面している問題に，作業部会が
目を向けるように喚起し，そのような問題を回避するために，国際連合に本
条約にたし､する基金を求める立場をはっきりと表明した。
44．オランダ代表は，条約草案の普遍主義の立場を維持するために，またこ
の条約の実行を保障するためには有効なやり方であると考えるので，国際連
合による財政を支持した。同代表は財政問題によりこの条約の批准が妨げら
ることを懸念したのである。
45．オーストラリア，メキシコ，中国，インド，ノルウェイ，アルジェリア，
フランス代表は，既に同じ立場を採る他の代表団によって概略されている理
由から，国際連合による財政システムを支持した。オーストラリア代表は，
同国代表団はこの問題に関する立場を同政府によって行なわれた政策検討に
鑑永，変更したことを明らかにして，それ故，創設される委員会のために，
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）９１
国際連合による財政の支持を明らかにした。フランス代表は，作業部会がこ
の点に関して，早急に－つのテキストを決定するかもし<は，最終結論の見
通しがたやすくつかないのであれば代案を付して送るように指摘した。
46．前述の議論を考慮して，作業部会は1990年５月31日の第六回会合におい
て国際連合総会での最終的な解決のために第27条第８項に代案テキストを付
託することを決定した。作業部会はまた，同条の前第10項を第９項と改めた。
47．日本代表は，第72条第８項の代案もまた国際連合総会の第五委員会へ送
付されるべきであると言明した。
48．作業部会が国際連合総会へ付託することを決定した第72条第８項の二つ
の代案は以下の通りである：
代案第72条第８項
８．［同委員会メンバーは，国際連合総会が決定する条件において国際連合
の財源から俸給を受けるものとする.］
代替案文
［締約国は以下の負担を負うものとする；
（a）委員会の任務遂行にかかる同委員会の費用；並びに
（b）本条第７項に基づいて国際連合が負う職員・施設の費用など，国際連
合に対する一切の経費の支払い及び締約国及び同委員会の会合に関する費用］
第73条第４項
49.1990年６月５Ｒの作業部会第１１回会合において，広範な支持を得たスウ
ェーデン代表団による提案に基づいて，作業部会は第73条第４項本文を以下
のように採択した。
４．締結国はその報告書を同国において公衆が広く利用出来るように
させるものとする。
50．同条項の採択に引き続いて西ドイツ代表は，条約草案に含まれる『子供
の権利に関する条約』第44条第６項と同一の規定であるこの条項は，起草す
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ることが問題なのではなくその内容が問題であり，それ故，同国代表団とし
ては作業部会のコンセンサスに加わることが出来ないという点を公式に述べ
る機会を有するべきであるという見解を表明した。この提案の大要は同代表
団にとって重大な問題をもたらした。（有していた）西ドイツ政府が『子供の
権利に関する条約』の採択の際に同一の条項に賛意を表明した事実があるか
らといって，同代表団がこの条約に関して異なった立場をとることが出来な
いと言うわけではなかった。基本的人権だけでなく，報酬を受ける活動に従
事している外国人居住者並びに外国人，社会保障，税法，労働関係，雇用国の
当局からの情報提供，および財産，所得の移動といった問題に関する特別な
諸権利を示す条約草案の性質が特別なものであるとすれば，同代表団は再度，
他の人権条約に関して採ってきた立場とは異なった態度を採らざるを得なか
った。一例として，同代表団はこの条約実施のための財政的手続，国と個人
との間の異議の申し立て，留保の権利および互恵主義等に関する条項につい
て言及した。その後『経済的，社会的および文化的権利に関する国際規約』
第16条に従う報告の場合でさえ，同国の権限を有する当局は単にこの報告書
を入手することに関心を持つ個人に，その報告書は国際連合が発行しており
国際連合で入手できると知らせるだけであった。この条約の規定一一前述の
規約において扱われているものよりより政治的に微妙な問題を扱っており，
－－第73条の下で提出される報告書をより広範に流布することを締約国に要
求する－－屯のであり，それ故，同国代表団にとって，受け入れがたいもの
である。しかしながら，同代表は，この「広範に」という文言を削除しま
たこの会合の報告書が「利用できるようにする」という文言は利害を有する
個人または集団に国際連合所管のサービスによって報告書を入手する事が出
来ることを通知するという行為をカバーしていることを明らかにするという
ことであるなら，コンセンサスに同意するつもりであった。また同時に，報
告書が，条約草案第72条の下で設立された委員会によって向けられるであろ
う批判とは何等関係がないことはいうまでもない。作業部会がそうした修正
案や説明を受け入れる用意がなかったので，西ドイツ代表はもし同代表の立
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）９３
場が報告書に正当に反映されるならば，コンセンサスにおいて，この立場に
固執するつもりはないと述べた。
51．日本代表は，その報告書を公衆が利用できるようにするかどうかの決定
は，各締約国がその国内政策の問題として処理するべきものであると述ぺ，
同代表は，その条項に関して同国代表団の留保を表明した。
第87条
52.1990年５月29日開催の第２回会合において，作業部会は文書Ａ/Ｃ３/４５
/ＷＧ１/CRP､１第４章に含まれる前第86条の本文に基づき，第87条の本文
について検討を加えた：
第86条第86条
［署名批准,受諾,承認,もし［署名批准，受諾，承認．
〈は加入の時点で，すべてのもしくは加入の時点で，すべ
国は，他の締約国の国民に対ての国は，他の締約国の国民
しては，この条約の［第52,に対しては，この条約の第Ⅲ
５３，５４，５５，５６条」を適用す部及び第Ⅳ部の規定を適用す
ると，宣告することができる｡］ると示すことができる｡］
同じく，フィンランド代表の提案した前第86条のための提案は：
この条約を批准ししくは加入する国は，この条約のいかなる部分も適用
を除外してはならないし、あるいは第３条の権利を行使する他はいかなる範
嶬の移住労働者もこの条約の適用を除外してはならない｡-1
53．この提案に際し，フィンランド代表は，作業部会の委員は前第86条の内
容に互恵条項を含めて，この条約を批准する締約国が単に利益を享受するの
糸で，すべての締約国がその義務を共に分担しなければならないという可能
性を除外しようとしてきたと述べた。作業部会の多くのメンバーの主要な関
心事の一つは，この条約の特定部分の象を批准するか，あるいはある一定の
範檮の移住労働者をその範囲から除外しようとする国があるかもしれないこ
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とであった。この提案の真のねらいは，それを除外することであり，また受
け入れられるなら予備的な互恵条項の採用をすることである。
54．西ドイツ代表は前第86条本文として，文書Ａ/C､３/45/ＷＧ１/CRP､１
右欄の選択を表明した。同代表は，条約草案はあまりにも詳細になりすぎて
おり，同国政府が条約の批准を検討する際に，同国は条約が対象とする多く
の範囑の移住労働者に関して，条約の対象とするすべての広範な権利を認め
ることを拘束されることを望まないと，繰り返した。同代表はそれ故，フィ
ンランド提案を支持するつもりはなかった。日本代表もまた文書Ａ/Ｃ３/45／
ＷＧ１/CRP､１右欄の選択を表明し，フィンランド提案に関しては，日本の
代表団としての見解を留保した。
55．オランダ代表は，この条約の部分的な批准を除外するために，そして互
恵条項の採用というよりもその提案に取り入れられた方法を選択する立場か
ら，フィンランド提案への支持を表明した。
56．モロッコ代表も，フィンランド提案を支持し，「～してよいmay」とい
う文言を「～とするshall」に置き換えるとよくなるのではないか，これは
同規定を他国語に翻訳する際に有効であろう，と指摘した。メキシコ代表及
びインド代表はこの修正案を支持した。しかしスウェーデン代表は，「～し
てはならないｍａｙnot」という文言は，英語としては十分にはっきりと明
確なものであり，この提案の中にそのままの形で残しておくべきて､あり，ま
た他国語においては適切な訳語が見いだされよう，と述べた。
57．米国，フランス及びフィンランドの各代表は，「part」という語を固有
の「Part」と理解して，この条約の「Parts」のいずれかであれ，その一部
分ではないことを明確にすべきであると提案した。フランス代表は，「a
wholePart」という文言を問題点をより明確にするために用いられるべき
であると指摘した。
58．フランス代表は，「それのいずれのＰａｒｔについても保留とはしないし，
また,」という文言を，「それ」と「～なしで」の間に「，あるいは」のかわ
りとして，提案の中に挿入すべきである，と指摘した。しかし，フィンラン
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）９５
ド代表は，そのフランスの提案の付加は，特に保留の問題については既に別
個の条項があり，混同をもたらすので，省略すべきであると指摘した。
59.1990年５月30日の第三回会合で，作業部会は前第86条（現第87条）の検
討を続けた。オーストラリア代表は，「してはならないｍａｙnot」を「しな
いものとするshallnot」と変更するとのフィンランド提案の指摘について
触れ，同代表は，元の「してはならないｍａｙnot」の方がよいと明言した。
60．作業部会は，互恵主義の概念をフィンランド提案との関連から論議した。
オーストラリア代表は，この条約中に互恵条項を全く含めないとすれば，こ
の条約と関係を有さない国の国民は，この条約の他の締約国において恩典を
受けることになろうと述べた。他方，この条約には基本的人権が含まれてい
るが，互恵条項はこうした諸権利に対して，否定的意味合いを有し，受け入
れがたいものがあろう。こうした互恵条項は，それ故，含めるべきではない。
同代表は，条約は，対象とする労働者の範檮に関して全てを包摂しているも
のであるという理由から，フィンランド提案に同意した。それは実は，部分
的批准を認めるＩＬＯ条約第143号の変形であった。
61．同一の論点に関して，イタリア代表は，普遍性という概念から生じる当
然の結果として，条約は分割不可能であると述べた。同代表はそれ故，そう
した概念を反映しているフィンランド提案を支持した。
62・オランダ代表は，フィンランド提案の「Part」という語を大文字「Ｐ」
で綴るべきであり，そうすることによりいかなる形態の移住労働者の除外を
も防止することができると指摘した。
63．中国代表もまた，条約の分割を不可能とすることに賛意を述べた。この
条約はどの国出身であれ全ての移住労働者とその家族（構成員）に適用され
るべきである。互恵主義が設けられるなら，出身国が異なれば移住労働者の
処遇も異なるということになり，それはこの条約の条文と精神に違背するも
のとなろう。
64．ソ連代表は，フィンランド提案中の「第３条に抵触することなく」とい
う文言に言及し，第３条は随意的な第76条の下での事例について述べている
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わけではないと，指摘した。それ故同代表は，フィンランドのテキストの中
で第76条に当たるべきであると指摘した。オランダ代表及びオーストラリア
代表は，第76条が任意の性格のものであるとすれば，第76条への言及を必要
と糸なさなかった。
65．議長の招請により，フランス代表はフィンランド提案のフランス語版を
読永上げた：
「この条約を批准または加入する国は，どの一つの部分の適用を排除する
ことは出来ない。また，第３条に抵触することなく，その適用から移住労働
者の特別な範囑を除外することもできない｡」
66.1990年５月３日の第三回会合において，フィンランド提案は第87条とし
してコンセンサスを得て採択された：
第87条
本条約に批准または加入する国は，本条約の全ての各部の適用をも
除外してはならない。また第３条に抵触することなく，その適用から特定の
形態の移住労働者を除外してはならない。
67．モロッコ代表団及びメキシコ代表団は，互恵主義の原則は，人権の文書
の中では受け入れがたい条約の選択的な適用が促進されるとして，この条約
草案の中に互恵主義の原則を含めることに強く異論を唱えた。
86．西ドイツ代表は，第一読会で採択したテキストの第86条に含まれている
ような互恵主義の原則に関する規定の削除に反対した。人権に関する国際条
約は原則として普遍的であるべきで，それ故互恵条項を含めるべきではない
と認めながらも同代表は，この条約は，基本的人権に加え，社会保障制度，
課税制度及び独立した報酬を得る活動といった多くの国際条約において互恵
主義に支配される問題に関係する多くの諸権利を認めているとした。更に，
残念なことに，現在作業部会に出された提案は互恵主義の条項を削除しない
だけでなく，締約国が条約の適用をある一定の範檮の移住労働者について除
外することを禁止する規定と置き換えることもしていない。1989年秋期会期
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）９７
において，作業部会は長い論争を経て，現在の第90条の文脈において同様の
条項を既に却下していた。作業部会が，既に第二読会において解決をゑた事
項を再検討するよう求められることは不相当であり承認しがたいことであっ
た。提案の本旨に関して，同代表は，同国代表団による文書Ａ/Ｃ３/44/１の
第28項及び，文書Ａ/Ｃ３/44/１の第315項，第330項の中で言及された言明
を検討するよう求めた。しかしながら作業部会の他のメンバーが，互恵主義
に閏する条項を削除することを，ある一定の範囑の移住労働者を条約の適用
から除外することを禁止する方式と置き換えることに賛同していることを考
慮するとともに，コンセンサスの一致を鑑みて，単に自国の見解が報告書の
中に反映されるよう求めただけであった。
69．日本代表は，同国代表団はこの条約の互恵条項に賛成であると述べ，そ
の点に関する見解を保留した。
70．フランス代表は，同国代表団が今まで常に賛意を表してきた第一読会の
討論において生まれた第86条草案にたいする賛意を撤回した。同代表団は新
第86条の採択に賛成するコンセンサスに加わることに同意していたので，互
恵主義の原則が常にこの条約のいくつかの条文の有効`性に影響を与えること
を認めることを望んだ。それはとりわけこの条約の第48条，５２条，５３条，５４
条に該当する。
71．イタリア代表は，条約を批准するに当たり，各国は互恵主義の基準を特
定の条項に適用するであろうと，強調した。
第88条第３項及び同条第４項
72.1990年５月30日開催の第三回会合で，作業部会は文書Ａ/C､3/45/ＷＧ
１/CRP1の第Ｖ章に含まれているイタリア代表団による提案の検討を行な
い現在第88条として採択されている旧第86条に条項を－つを加えた。その
提案は以下である：
「この条約の廃棄通告は，既にこの条約に基づいて移住労働者とその家族
（構成員）が獲得した諸権利に影響を及ぼさないものとする｡」
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73．西ドイツ代表は，既得権という概念は予測の困難な潜在的問題を提起す
ると指摘して，条約草案の中にこの概念を含めることによる法律上の効果は
如何なるものとなろうかと問うた。米国代表もまた，同国代表団が感じてい
る懸念について言及し，如何なる権利を獲得したものと悪なし，また誰が最
終的な審判者であるのかと質した。
74．スウェーデン，ノルウェイ，フィンランド及び中国代表も，同様の概念
を共有していた。特にスウェーデン代表は，条約草案中に反映されている諸
権利の多くは生来の権利であり獲得したものではないのであるから，条約の
廃棄通告はそうした権利に影響を与え得ない，と発言した。同代表はさらに，
条約草案において獲得した諸権利に関する包括的規定を含めることは，その
中に含まれる多くの基本的人権の生来的性質に違背することになる。中国代
表は，『条約法に関するウィーン条約」第70条が廃棄宣言という問題を-1-分
カバーしているという意見であった。
75．イタリア代表は，既得の権利とは条約の効力によって獲得された諸権利
のことであると指摘し，同代表の提案の意図はこうした権利がいかなる締約
国によっても条約の廃棄通告のみによって失われないことを確認することに
あると指摘した。提案の本文は，本質的には移住労働者の地位に関する欧艸｜
条約の条項から取られたものである。
76．フィンランド代表は，作業部会の委員の有する重大な関心は，締約国が
条約を廃棄通告することにより条約草案が提起している委員会の監視を回避
する可能性があることである，と指摘した。この事態を回避するために，作
業部会は以下のように，拷問等禁止条約の第31条第２項を基にしたものを第
88条に加えるべきである：
「３．当該廃棄通告はいずれにしてもその廃棄通告が効力を生ずる
日より前に既に委員会により検討されている事案についても，その検討
を継続することを妨げるものではない｡」
あるいは，拷問等禁止条約の第31条第２項全文を採用するべきである。とい
うのはこれもまた，文書Ａ/Ｇ３/45/ＷＧ１/CRP､１の第Ｖ章Ｂに含まれる日
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）９９
本提案の中で提起された懸案をカバーするものであるからである。
77．オーストラリア代表，及びオランダ代表は，拷問等禁止条約の第31条第
２項第３項の採用を提案した。両代表は，イタリア代表による提案の中で採
用された方法より，廃棄通告の問題を考慮にいれているそれらの規定におい
て採用された方法をよしとした。イタリア代表は，既得の権利という概念は
問題を有するので，自らの提案を撤回し，オーストラリアとオランダ両代表
の提案を支持したいと表明した。西ドイツ代表とフィンランド代表は，その
方法はあらゆる懸案を満たしているようであり，それを採用すべきであると
同意した。
78．上述の議論を考慮して，作業部会は以下の本文を第88条第３項及び第４
項として採択することを決定した。：
第88条
３．当該廃棄通告は，それが効力を生ずる日より前に発生した作為不作
為に関して，締約国をこの条約に基づく義務を免除する効力を有するもので
はない。また廃棄通告は，それが効力を生ずる日より前に既に委員会により
検討されているすべての事案を引き続き検討することを妨げるものではない。
４．締約国の廃棄通告が効力を生ずる日の後においては，委員会は，当
該国に関するいかなる新たな事案の検討も開始してはならい。
移住労働者とその家族（構成員）の権利保護に関する
国際条約草案中の懸案となっている条文条項、1990年
春期作業部会第二読会採択。
Ⅲ
第50条
１．移住労働者の死亡もしくは婚姻解消の場合，雇用受入国は自国に居
住しているその移住労働者の家族（構成員）に，家族再会の点から滞在の許
可を与えるように配慮するものとする。滞在の許可に際しては，雇用受入国
は家族（構成員）が当該国に既に居住してきた期間の長さを考慮に入れるも
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のとする。
２．前項の許可を与えられない家族（構成員）は，出国前に，彼らが雇
用受入国内でのそれらの問題を解決できるように，相当な期間を与えられる
ものとする。
３．本条第１項及び第２項は，雇用受入国の国内法及び多国間条約によ
り当該家族（構成員）に与えられているいかなる滞在の権利および労働の権
利に，不利な影響を与えるものと解されてはならない。
第61条
３．彼らにとって効力のある二国間もしくは多国間の協定を条件として，
当該締約国は，事業従事労働者がその事業に雇用されている間，彼らの出身
国又は通常居住国の社会保障制度により十分に保護を受け続けられるよう努
めるものとする。当該締約国はこの点に関し，権利の拒否や二重支払いを避
ける目的で妥当な手段をとるものとする。
４．本条約第47条の条文および特定の二国間又は多国協定に抵触するこ
となく，当該締約国は，事業従事労働者が出身国又は常駐国において，報酬
の支払いを許可するものとする。
第72条第８項の代案
８．［同委員会委員は，国際連合総会が議決する支払い条件で国際連合予算
から報酬を受け取るものとする｡］
または
［締約国は，（a)同委員会委員が委員会の任務を行なう間の支出，および(b)本
条第７項による国際連合の支払った職員・施設の経費等，すべての支出の国
際連合への返済を含め，締約国の会合および委員会の開催に関する支出に対
して責任を有するものとする｡］
第87条
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この条約を批准しまたは加入する国は，本条約のいかなる規定の適用を
も除外してはならない。また，第３条の規定の適用を妨げることなくあらゆ
る特定の範囑の移住労働者を適用から除外してはならない。
第88条
３．前項に基づく廃棄は，廃棄が効力を生ずる日より前に生じたいかな
る作為または不作為についても，締約国を，この条約の下での義務から解放
するものではない。また廃棄通告は，その廃棄が効力を生ずる日に先立ち既
に委員会が検討中であるすべての問題の継続的検討を妨げるものではない。
４．締約国の廃棄通告が効力を生ずる期日以降において，委員会はその
国に関するすべての新たな問題についての検討を始めてはならない。
Ⅳ．条約草案の専門的審査の検討
79．懸案の条項の採択に続いて，作業部会は，1990年５月30日から６月６日
にかけて行なわれた第４回会合から第14回会合まで，条約草案の専門的検討
を始めた。
80．作業部会は，条約草案第Ⅸ部のいくつかの条文の番号付けの変更を決め
た。それ故，第92条は第85条と，また第８5条から第91条までは第86条から第
92条までと番号が変わった。
81．第14回会合（1990年６月６日開催）において，作業部会は第二読会での
条約草案のテキストを，それが作業部会による専門的審査から生まれたもの
であるとの理由で，採択した。
82．数カ国の代表が，条約草案の最終テキストの採択を歓迎する陳述を行い，
最終的に作業部会に採択されたテキストに対し，概ね満足の意を表明した。
83．作業部会の任務をさらに促進する方向で専門的審査を遂行することが望
ましかったとの意見を表明する国の代表もあった。
84．作業部会は，コメントの編纂集を早期に利用することができ，また部会
に提供された関係書類が，条約草案の文書で用いられている準則及び言語と
1０２
現行の国際連合諸機関の文書を拘束している準則及び言語とを比べた時，よ
り包括的であったなら，便益を受けていたであろうと述べた。国際労働事務
局を始めとする関係諸機関から専門的審査に対する報告がなかったことが特
に言及された。オーストラリア代表は，米国代表及びノルウェイ代表を含む
数カ国の支持を得て，単に専門的見地から染て可能な限り最善の人権規定を
作り出すために重要であるだけでなく，国際人権諸規定の首尾一貫したシス
テムの維持を保障するためにも，国際連合事務総長はそうした専門的審査の
準備をより優先させるべきである，と述べた。
85．オランダ代表は，オーストリア代表の陳述を支持しながらも，迅速かつ
最も能率的な方法で作業部会を専門的審査の過程へと至らしめたことについ
て，議長及び副議長に感謝の念を述べた。作業部会は，おかれている状況を
考慮するなら，テキストを向上させるために可能な限りを行なってきた。と
はいえ，専門的検討は既に述べた理由から本来的に厳しく制限を受けていた。
同代表はまた，利用することの出来る資源は限定されてはいたが，国際連合
事務総長がこの会期期間中に作業部会の作業を支持したやり方については疑
問の念を禁じ得ない，と述べた。
86.しかしながら，西ドイツ代表は，第二読会において西ドツ代表団がいく
つかの機会に表明した。条約草案に関する一般的関心を繰り返した。
87．ノルウェイ代表はさらにすすめて，作業部会の議長，副議長および書記
に対し，オーストラリア代表の発言と歩調を合わせて，彼らがなした多くの
労に対し感謝の意を表明した。
88・モロッコ代表は，いくつかの批判に関してはオーストラリア代表団の見
解と同じくするが，同国代表団もまた，専門的審査の処理のされ方を批判す
ると述べた。しかしモロッコ代表は，こうした批判は条約草案の新たな専門
的審査への要求を為すものとして誤って解釈されることがあると感じた。同
代表はいずれにせよ，批判は，作業部会事務局にではなく，国際連合事務総
長が作業部会へ支持を与えたその方法に対して向けられるべきであると言っ
た。
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89．作業部会は，1989年12月15日の総会決議44/155号に則り，専門的審査の
結論を，特に総会が1990年の第45会期期間中に採決できるように，最終的に
採択された条約草案のテキストをこの報告書に追録し，国際連合事務総長が
可能な限り迅速に全ての国の政府へ送付するよう，議長に要望した。
90.1990年６月８日開催の第16回会合に指いて，作業部会はこの報告書を採
択した。
91,作業部会が採択した条約の最終草案は，この報告書に追録されている。
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追録
全ての移住労働者とその家族（構成員）の権利の保護に関する国際条約
前文
この条約の締約国は，
人権に関する国際連合の基本的文書に包含された諸原則，特に世界人権
宣言，経済的社会的及び文化的権利に関する国際規約，市民的及び政治的権
利に関する国際規約，すべての形態の人種差別撤廃に関する国際規約，女子
に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約，そして子どもの権利に関
する条約，を考慮し，
また国際労働機関の枠組内で作り上げられた関連文書に掲げる諸原則及
び準則，とりわけ雇用のための移住に関する規約（97号）及び条件悪用の移
住と移住労働者の機会均等処遇の平等の促進に関する規約（143号)，雇用の
ための移住（86号）と移住労働者（151号）に関する勧告，そして強制労働
（29号）及び強制労働の廃止（105号）に関する規約を考慮し，
国際連合教育科学文化機関における差別に反対する規約に包含された諸
原則を再度確信し拷問その他の残虐な非人道的な若しくは品位を傷つける
取扱又は刑罰を禁止する条約，犯罪の防止および犯罪者の処遇に関する第４
回国際連合会議宣言，法執行職員の為の行為規範そして奴隷条約を想起し，
国際労働機関の目的の一つは，その憲章にうたわれた，自国以外の国に
おて雇用されている場合における労働者の利益の保護と，同時に移住労働者
とその家族（構成員）に関連のある問題における同機関の専門的技術と経験
であることを想起し，
国際連合システムの諸専門機関において特に国際連合人権委員会社会的
発展のための委員会において，並びに国際連合食料農業機関，国際連合教育
科学文化機関及び世界保健機構において，またその他の国際機関において，
移住労働者とその家族（構成員）に関して遂行された職務の重要性を認識し，
移住労働者とその家族（構成員）の保護に対して，地域または二国間に
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１０５
おいて諸国により為された進歩と，この分野での二国間または多国間協定の
重要性と有用性を認識し，
国際社会において，何百万もの人々が関わり，多くの諸国に影響を及ぼ
している移住労働現象の重要性とその内容を認識し，
移住労働者の流出入が関係諸国及び諸国民に与える影響を認識し，関係
諸国の態度を調和させ，移住労働者とその家族（構成員）の取扱に関する基
本的諸原則を是認する規範の設立を望み，
移住労働者とその家族（構成員）がしばしば，とりわけその出身国に在
住していないことにより，また雇用受入国に在留していることから生じる困
難さにより，弱い立場に置かれている点を考慮し，
移住労働者とその家族（構成員）の諸権利が世界の至るところで十分に
認められず，それ故適当な保護が国際的に必要とされていることを確信し，
移住はしばしば，移住労働者自身にとってもその家族（構成員）にとっ
ても，とりわけ家族離散という深刻な問題をもたらすという事実を考慮に入
れ，
移住に関する人道上の問題は，不正規移住の場合にはさらに深刻である
ことに留意し，それ故移住労働の密入出国及び不正斡旋を抑止し一掃する為
の適切な対策を促し，同時に彼らの基本的人権の保障すべきであると信じ，
証書不交付の，または不正規な状態にある労働者は他の労働者より不利
な労働条件のもとに雇用される場合が多く，しかもこれは雇用者が，不公正
な競争の利益を得る目的でこうした労働力を求める動機となっているという
ことを考慮し，
さらに，不正規な状態にある移住労働用の雇用に依存することは，全て
の移住労働者の基本的人権が広範に認められるならば，減少するであろうし，
またさらに正規の状況にある移住労働者とその家族（構成員）に更なる権利
が与えられるようになれば，すべての移住者及び雇用主は締約国が定めた法
律及び手続きを尊重し遵守するようになることを考慮し，
広く普遍的に適用される包括的な条約として基本的な規範を再確認して
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確立し、全ての移住労働者とその家族（構成員）の権利の国際的な保護を実
現する必要性をここに確信して，
以下の通り協定した。
第１部
適用範囲及び定義
第１条
１．この条約は，別に規定する場合を除き，性別，人種，肌の色，言語，
宗教または信条，政治的信念その他の意見，国系あるいは民族的社会的出身，
国籍，年齢，経済的地位，財産，既婚未婚の別，出生，その他の身分の加何
を問わず一切の差別を受けることなく，全ての移住労働者とその家族（構成
員）に適用される。
２．この条約は，移住労働者とその家族（構成員）について，その移住
の準備，出発，移動，並びに出身国または常時居住国への帰還を含め，雇用
受入国における滞在及び報酬を得る活動の全移住過程に渡って適用されるも
のとする。
第２条
この条約の適用上，
１．「移住労働者」とは，自国外において，報酬を得る活動に従事する
ことを予定しているか，現に従事しまたは従事していた者をいう。
２．（a）「越境労働者」とは，通常近隣国に毎日もしくは毎週帰る常住の
住居を有する移住労働者を指す。
（b)「季節労働者」とは、その仕事の性格上季節的条件に左右され，
年間数カ月しか労働しない移住労働者を指す。
（c）「船乗員」とは，漁師も含め，自国以外の国に登録された船舶に
乗船するよう雇用された移住労働者をいう。
（d）「沖合施設労働者」とは，自国外の司法管轄の下にある沖合い施
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設に雇用された移住労働者をいう。
（e)「移動巡回労働者」とは，－国内に通常の住居を置き，仕事の性
格により短期間他の－国もしくは他の諸国に行かざるを得ない移住労働者を
いう。
（f)「事業従事労働者」とは，雇用受入国内で雇用者が行う特定の事
業に関してのみ就労することを雇用受入国に一定期間認められた移住労働者
をいう。
(9)「特定雇用労働者」とは，以下の条件の移住労働者とその家族
（構成員）をいう。
（i)特定の任務もしくは義務を遂行するために，雇用受入国に限られ
た明示された期間，雇用者により巡遣されている者。
（ii)専門職としての，商業の，技術の，もしくは他の高度な専門的熟
練を要する仕事に限られた明示の期間就労する者。
（iii)雇用受入国の雇用者の求めに応じて，仕事の性格が一時的又は短
期の仕事に，限られた明示の期間就労する者。
また，認可を受けた滞在期間の満了したとき，もしくは特定の
任務又は義務を終えたとぎす梁やかに雇用受入国から出国するよう求めら
れている者。
（h）「自営労働者」とは，雇用契約の下以外の報酬を得る活動に携わ
り，通常一人だけで又はその家族と共に労働して，それにより生計を立てて
いる移住労働者，及び適用される雇用受入国の法律又は二国間協定または多
国間条約により自営と認められる他の全ての移住労働者をいう。
第３条
この条約は以下の者には適用しないものとする。
（a）国際機構及び国際機関により派過もしくは雇用されている者，又は
公務のために国外に派遣もしくは国外で雇用され，その入国許可及び地位が
一般国際法もしくは特別な国際協定又は条約により規制を受けている者。
1０８
（b）開発計画その他のプログラムに参加するために，国外に派遣もしく
は国外で雇用され，その入国許可及び地位が雇用受入国との合意により規制
を受け，また当該協定に従い移住労働者と糸なされない者。
（c）投資家として出身国とは異なる国に住居を定めているもの。
（d）難民，無国籍者，但しこれは当該締約国の国内法もしくは効力を有
する国際法律文書に規定がなされている場合にはこの限りでない。
（e）学生及び研修生
（f）就労国内で住居を定め有償活動に携わることを認められていない沖
合い施設での船乗員及び労働者。
第４条
この条約において，「家族（構成員)」とは，移住労働者と結婚している
者，又は法律により婚姻に準ずる効果を生ずる関係を有する者，同時にその
扶養する子供及び適用される法律，関係国間の二国間または多国間条約によ
りその家族（構成員）と認められるその他の被扶養者をいう。
第５条
この条約において，移住労働者とその家族（構成員）は，
（a）雇用受入国において，その国の法律及び当該国が締結した国際協定
に従い入国，滞在，報酬を得る活動に従事することを認められている場合に
は，証書所持の又は正規の状態の者とみなされる。
（b）前項の規定する条件を満たしていない場合には，証書不所持の又は
不正規の状態の者と糸なされる。
第６条
この条約において，
（a）「出身国」とは，当該の者の国籍を有する国をいう。
（b）「雇用受入国」とは，そこで移住労働者が，場合により，報酬を得
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る活動に従事することを予定しているか，現に従事しもしくは従事してきた
国をいう。
（c）「通過国」とは，雇用受入国への旅程であるいは雇用受入国から出
身国もしくは常住国への旅程で，当該の者が通過する国をいう。
第Ⅱ部
権利に関する無差別待遇
第７条
締約国は，人権に関する国際文書に従い，その領土内又は司法管轄下の
全ての移住労働者とその家族（構成員）に対して，性別，人種，肌の色，宗
教又は信条，政治的その他の意見，国系又は民族的社会的出身，国籍，年齢，
経済的地位，財産，既婚未婚の別，出生その他の地位の如何を問わずいかな
る種類の差別を受けることなく，この条約に定める諸権利を尊重し，確保す
ることを約束する。
第Ⅲ部
すべての移住労働者とその家族（構成員）の人権
第８条
１．移住労働者とその家族（構成員）は，その出身国を含めあらゆる国
を自由に出国することが出来るものとする。この権利は法律によって定めら
れた，国家の安全，公共の秩序，公衆の健康，道徳，又は他人の権利及び自
由を保護するために必要でありかつ本条約第Ⅲ部において認められた他の権
利と両立する制限lこの承従うものでなければならない。
２．移住労働者とその家族（構成員）は，いつ如何なる時もその出身国
に入国し，留まる権利を有するものとする。
第９条
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移住労鬮働者とその家族（構成員）の身体生命に対する権利は，法律によ
り保護されなければならない。
第10条
移住労働者とその家族（構成員）は，拷問その他残虐な非人道的な又は
品位を傷つける取扱もしくは刑罰を受けないものとする。
第11条
１．移住労働者とその家族（構成員）は，奴隷又は奴隷状態におかれて
はならない。
２．移住労働者とその家族（構成員）は，強制的又は非自発的労働を要
求されてはならない。
３．前項は，犯罪に対する刑罰の一つとして重労働を伴う拘禁を科して
いる国において，権限ある裁判所の当該刑罰の宣告を妨げるものではない。
４．木条において，「強制的又は非自発的労働」には，以下のものは含
まれない。
（a）法にもとづき，裁判所の命令により抑留されている者に，又はそ
うした抑留から条件付きで釈放されている者に，一般に要求される本条第３
項の規定に該当しない服務もしくは労働。
（b）身体生命もしくは社会の安寧を脅かす緊急時又は災害時に必要と
される服務。
（c）当該国の市民にも等しく課される通常の市民としての義務を成す
すべての服務もしくは労働。
第12条
１．移住労働者とその家族（構成員）は，思想，良心及び宗教の自由の
権利を有する。この権利には宗教あるいは自己の選択する信念を持ち，かつ
保持する自由及び個人としてあるいは他の者と社会の中で，また公然とあ
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１１１
るいは内心で，自己の宗教をあるいは礼拝，儀式，実践及び教義への信仰を
表明する自由が含まれるものとする。
２．移住労働者とその家族（構成員）は，宗教あるいは自己の信条を持
ち，かつ保持する自由を損なう強要を受けない。
３．自己の宗教又は信条を表明する自由は，法律で定める制限でありか
つ公共の安全，公の秩序，公衆の健康又は道徳，その他他の者の基本的な権
利及び自由を保障するために必要な制限仁の糸従う。
４．締約国は，両親の少なくとも一方が移住労働者である両親の自由を
尊重し，そして場合により法定保護者が自己の信念に従ってその子どもの宗
教的道徳的教育を保障することを約束する。
第13条
１．移住労働者とその家族（構成員）は，干渉されることなく意見を有
する権利を有する。
２．移住労働者とその家族（構成員）は，表現の自由の権利を有する。
この権利には，口頭，手書き又は出版，芸術的手法その他その者が選択した
如何なる方法によるかを問わず，如何なる種類の情報及び思考を国境を越え
て追求し，受け及び伝達する自由が含まれねばならない。
３．前項に規定する権利の行使には，特別な義務と責任が伴う。それ故，
その行使には一定の制限を課することが出来る。但しこの制限は法律による
ものであり，かつ以下の目的のために必要とされるものでなければならない。
（a）他の者の権利又は名誉の尊重。
（b）当該国の安全もしくは公の秩序，公衆の健康又は道徳の維持。
（c）戦争のための宣伝活動を防止する目的。
（d）差別，敵対行為又は暴力を扇動する国家的，人種的，宗教的憎し
み､を助長する行為を防止する目的。
第14条
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移住労働者とその家族（構成員）は，そのプライバシー，家族，住居，
通信その他の情報伝達に窓意的な又は不法な干渉を受けない。また名誉及び
信用を不法に侵害されない。この干渉又は侵害に対し，法による保護を受け
る権利を有する。
第15条
移住労働者とその家族（構成員）は，個人として又は共同して所有する
財産を悲意的に奪われない。雇用受入国において施行される法律の下で，財
産の全部又は－部が公用徴収された場合には，公正かつ適切な補償を受ける
権利を有する。
第16条
１．移住労働者とその家族（構成員）は．身体の自由と安全の権利を有
する。
２．移住労働者とその家族（構成員）は，公務員，私人，集団，機関の
いずれによるかを問わず，暴力，身体傷害，脅迫及び威迫に対して，国によ
る効果的な保護を受ける資格がある。
３．法執行職員による移住労働者とその家族（構成員）の身元確認は，
すべて法律の定める手続きに従って行わなければならない。
４．移住労働者とその家族（構成員）は，個人としてまた集団として，
窓意的な逮捕又は拘禁されることはなく，法律に定める手続きに基づきかつ
法律に定める手続きに従う場合以外にはその自由を奪われることのないもの
とする。
５．逮捕された移住労働者とその家族（構成員）は，その理解する言語
で，可能な限り逮捕時に，その逮捕理由について告知されなければならない。
また，速やかに全ての被疑事実に付いて本人の理解する言語で告知されなけ
ればならない。
６．逮捕又は刑事訴追により抑留された移住労働者とその家族（構成
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１１３
負）は，裁判官その他法律により司法権限を有する官憲の面前に速やかに送
致され，相当な期間内に裁判を受けもしくは釈放される権利を与えられなけ
ればならない。裁判を待つ間に，拘束され抑留されることは，一般原則とさ
れないものとする。しかし釈放に際しては司法手続上のいずれの段階にお
いても裁判に出頭し，また必要な場合にはその判決の執行のために出頭する
ことを保証することを条件としてもよい。
７．移住労働者とその家族（構成員）が逮捕又は投獄又は未決拘留に付
されたり，他の方法で抑留された場合に，
（a）その者の出身国又はその国の利益を代表している国の領事館又は
外交機関は，要求に応じてその者の逮捕又は抑留に付いて，及びその被疑事
由に付いて遅滞なく告げられなければならない。
（b）その者は当該機関と連絡を取る権利を有するものとする。この機
関へのその者による連絡は全て，遅滞なく送付されなければならない。また
その者は遅滞なくその機関の送付した連絡を受ける権利をも有するものとす
る。
（c）その者は遅滞なく，その権利について，また当該諸国間に適用さ
れる関連条約に基づく権利で，当該機関の代表者と通信し面会する権利，か
つ，その者の法律上の主張を当該機関代表者と相談する権利について告知さ
れなければならない。
８．逮捕又は拘禁により自由を奪われている移住労働者とその家族（構
成員）は，裁判所において遅滞なくその抑留の適法性を裁決し，その抑留が
合法でない場合には釈放を命じるよう，手続を起こす権利を有するものとす
る。当該の法的手続きをする場合に，使用される言語を理解もしくは話すこ
とができなければ，必要に応じて無償で通訳の援助を受けるものとする。
９．不法逮捕又は不法抑留の被害者となった移住労働者とその家族（構
成員）は，法的に実行可能な補償を受ける権利を有さなければならない。
第17条
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１．自由を奪われた移住労I動者とその家族（構成員）Ｉ土，人道的にかつ
人間に固有の尊厳性と，個人の文化的独自性を尊重して取り扱われなければ
ならない。
２．訴追された移住労働者とその家族（構成員）は，例外的な事情があ
る場合を除き，有罪宣告を受けた人Arとは分離され，そして有罪宣告を受け
ていない者としての別個の適切な処遇をされなければならない。訴追された
未成年者は成人と分離し，出来る限り迅速に裁判に付せられなければならな
い。
３．移住に関する規定違反により通過国又は雇用受入国において抑留さ
れる移住労働者とその家族（構成員）は全て，実施可能な限りに於て，有罪
宣告を受けた人々又は未決拘留された人々とは分離して留置されるものとす
る。
４．裁判所の科した刑罰に基づく拘禁期間中は常に，移住労働者とその
家族（構成員）の処遇の基本的目的は，その者の矯正及び社会復帰にあるも
のとする。未成年の犯罪者は成人と分離し，その年齢と法的地位に適した処
遇を受けるものとする。
５．抑留又は拘禁中，移住労働者とその家族（構成員）はその家族員に
よる訪問に対し，その国民と同一の諸権利を享受するものとする。
６．移住労働者がその自由を奪われる場合には常に，当該国の権限のあ
る機関は，その者の家族（構成員）に，特に配偶者及び未成年の子どもに生
じる諸問題に留意しなければならない。
７．雇用受入国内又は遍過国内で効力を有する法律に従い，あらゆる形
態の抑留又は拘禁を被る移住労働者とその家族（構成員）は，同じ状況にあ
る雇用受入国の国民と同一の権利を享受するものとする。
８．移住労働者とその家族（構成員）が移住に関連する規定の違反の嫌
疑で拘禁される場合，本人はそれにより生じる費用をまったく負わないもの
とする。
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１１５
第18条
１．移住労働者とその家族（構成員）は，裁判所及び裁決機関の前で当
該国の国民と同等の権利を有さなければならない。彼らに対する刑事訴追の
決定，あるいは訴訟における権利と義務の決定に際しては，法律に定められ
た権限ある独立公平の裁決機関により，公正かつ公開の聴聞を受ける権利を
有するものとする。
２．刑事上の罪で訴追された移住労働者とその家族（構成員）は法律に
基づいて有罪とされるまでは無罪と推定される権利を有するものとする。
３．移住労働者とその家族（構成員）に対する刑事訴追の決定に際し、
すくなくとも以下の保障を受ける権利を有するものとする。
（a）理解できる言語で，迅速かつ詳細に，被疑事実の性質と理由に付
いて告知を受けること。
（b）弁護の準備のために，また選任した弁護人と連絡を取るために十
分な時間と便宜を与えられること。
（c）不当な遅延なく裁判に付されること。
（d）本人が出席して裁判に付されること，及び本人自らが，又は本人
の選択した弁護人により弁護すること。弁護人がいない場合，当該の権利に
ついて告知を受けること。司法の利益が求める全ての事件において，また支
払う資力を十分有さぬ場合においては無償で弁護人を付されること。
（e）自己に不利な証人を尋問し又はこれに対し尋問させること，また，
自己に不利な証人と同等な条件のもとで，自己のための証人の出廷及び自己
に対する尋問を求めること。
（f）法廷において使用される言語を理解すること又は話すことが出来
ない場合には，無償で通訳の援助を受けること。
（９）自己に不利な供述又は有罪の自白を強要されないこと。
４．未成年者の事件Iこおいては，訴訟手続きはその者の年齢とその社会
復帰を促進することが望ましいものであることを考慮にいれるものにする。
５．犯罪で有罪宣告を受けた移住労働者とその家族（構成員）は有罪宣
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告及び刑の宣告について，法律により，より上級の裁決機関によって再審理
される権利を有するものとする。
６．移住労働者とその家族（構成員）が最終判決により有罪宣告を受け，
その後にその有罪宣告が破棄されたか，又は新たな事実あるいは新たに発見
された事実により最終的に誤審があったことが明確であるとの理由でその者
が赦免された場合，そうした有罪宣告の結果として処罰を受けた者は，法律
に従い補償されるものとする。但し判決時での，未知の事実の未解明が全部
又は一部分その本人に起因することが証明される場合は，この限りではない。
７．移住労働者とその家族（構成員）のいずれも，当該国の法律及び刑
事手続きにしたがって最終的に有罪宣告もしくは無罪とされている違反に対
し再度裁判に付されたり処罰されることばない。
第19条
１．移住労働者とその家族（構成員）のいずれも，実行の時に国内法又
は国際法の下で犯罪を構成しなかった行為又は不作為を理由として，犯罪に
より有罪と判決されることはない。また，実行の時に適用できた刑罰以上に
重い刑罰を科されることもないものとする。その犯罪の実行の後に，法律に
より軽い刑罰を科す規定が作られた場合，その者はそれにより利益を受けな
ければならない。
２．移住労働者とその家族（構成員）の行った犯罪に対する刑の宣告に
あたっては，移住労働者の地位に関連して，特に居住ないし，労働の権利に
関して，人道的考慮が払われなければならない。
第20条
１．移住労働者とその家族（構成員）はいずれも，単に契約上の義務の
不履行を理由として拘禁されないものとする。
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１１７
２．移住労働者とその家族（構成員）はいずれも，その義務の履行が当
該の許可又は認可に対する条件を構成する場合を除き，単に労働契約から生
じる義務を履行しないという理由だけで居住の認可又は労働許可を取り消さ
れること，又は追放されることばないものとする。
第21条
何人も法律による権限を有する公務員を除き身分証明の書類即ちその
領域への入国若しくは滞在，居住あるいは定住を承認する書類並びに労働許
可の書類を，没収し破棄し又毅損しようとすることは違法とされるものとす
る。承認を得た当該書類の没収はいずれし詳細な受領証の交付がなければ行
われてはならない。如何なる場合でも，移住労働者とその家族（構成員）の
旅券あるいはそれに代わる書類を破棄することは認められないものとする。
第22条
１．移住労働者とその家族（構成員）は集団的国外追放措置を受けるこ
とばないものとする。国外追放措置の判断は全て，個点に審査し決定される
ものとする。
２．移住労働者とその家族（構成員）は法律に従い権限ある機関が行う
決定に基づく場合lこの承，締約国の領域から国外追放され得る。
３．当該決定は本人の理解する言語で本人に告知されるものとする。こ
の決定は，義務付けられていない場合には本人の申請に基づき書面で本人に
告知するものとし，また，国家の安全という例外的場合を除き，その決定理
由も同様に付されるものとする。当事者はその決定が行われる時点以前もし
くは遅くともその時点で当該の権利について告知を受けるものとする。
４．最終決定が司法機関により宣告される場合を除き，当事者は本人の
国外追放に対する理由を提出され，かつ国家の安全という他の例外的理由が
存する場合を除き，権限ある機関により審査される権利を有する。当該の審
査結果が出る迄の間，その当事者は国外追放の決定の停止を求める権利を有
118
する。
５．既に執行された国外追放決定がその後取り消された場合，当事者は
法律に従い補償を求める権利を有するものとし，また，当該決定は本人が当
該国に再入国することを妨げるように用いられてはならない。
６．国外追放の場合には，当事者は，賃金その他の権利について要求及
び未処理の責任を解決するために，出国の前又は後に，相応の機会を有する
ものとする。
７．国外追放の決定に従い，同決定に服する移住労働者とその家族（構
成員）は，その出身国以外の国への入国を求めることが出来る。
８．移住労働者とその家族（構成員）の国外追放の場合、国外追放費用
は当事者の負担としないものとする。当事者に自分自身の旅行費用を支払う
よう求めることはできる。
９．雇用受入国からの国外追放は本来的に，その国の法律に従い与えら
れる移住労働者とその家族（構成員）の諸権利を，支払われるべき賃金その
他の権利を受け取る権利を含め，妨げないものとする。
第23条
移住労働者とその家族（構成員）は，本条約中に認められる諸権利が妨
げられた場合は常に，出身国もしくはその国の利益を代表する国の領事館又
は外交機関の保護及び援助を求める権利を有するものとする。特に国外追放
の場合’当事者は遅滞なく当該権利についての告知を受け，また，追放する
国の諸機関は当該権利の行使を促進するものとする。
第24条
全ての移住労働者とその家族（構成員）は，いずれの場所においても法
律の前に一人の人間として認められる権利を有するものとする。
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１１９
第25条
１．移住労働者は報酬に関して，また以下の点に関して，雇用受入国の
国民に適用される取扱と比べて不利な待遇を受けないものとする。
（a）その他の労働条件，即ち超過勤務手当，労働勤務時間，週休，有
給休暇，安全性，健康管理，雇用関係の期限等の，当該条件に係る国内法上
のすべての労働条件並びに労働慣行。
（b）他の雇用関係，即ち最低雇用年齢，家庭内労働への制限，また，
国内法上並びに労働慣行上，雇用関係と率なされる全てのその他の事項。
２．私人の雇用契約において，本条第１項の平等取扱の原則を損うこと
は合法とされてはならないものとする。
３．締約国は移住労働者が本人の滞在もしくは雇用中に伴う不正規行為
のためにこの原則に由来する全ての権利を奪われないことを保障するために
適切な措置を講じるものとする。特に，雇用者は法律上の義務又は契約上の
義務を免じられることはなく，またその義務が当該の不正規行為のために何
らかの方法で制限を受けることは決してない。
第26条
１.締約国は移住労働者とその家族（構成員）の以下の権利を認める。
（a）労働組合及び本人の経済的･社会的･文化的その他の利益を保護
するために法律に従い設立されたその他の団体の会合及び活動に参加する権
利。その場合，当該組織の規則には拘束されるものとする。
（b）前述の労働組合その他の団体に自由に加わる権利。その場合，当
該組織の規則には拘束されるものとする。
（C）前述の労働組合その他の団体の援助及び支援を求める権利。
２．前項の権利の行使は，法律により定められる制限であって，かつ，
国家の安全，公共の秩序，及び他の者の自由の権利の保護に民主的社会にお
いて必要なものを除くほか如何なる制限をも受けない。
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第27条
１．社会保障に関し，移住労働者とその家族（構成員）は雇用受入国に
おいて雇用受入国に適用される法律及び二国間または多国間条約により規定
された要件を満たす限りにおいて，当該国民に与えられるものと同一の処遇
を享受するものとする。出身国及び雇用受入国の権限を有する機関はいつで
もこの規範の適用形式を決定するのに必要な取決めを作ることが出来る｡
２．適用される法律が移住労働者とその家族（構成員）に給付を認めて
いない場合には，当該国は同一の状態にある国民に与えられている待遇に基
づき当該給付に関し本人が為した負担額をその者に賠償する可能性を審査す
るものとする。
第28条
移住労働者とその家族（構成員）は，当該国の国民と平等の取扱に基づ
き自己の生命維持又は自己の健康にとり取り返しのつかない障害を回避する
ためには緊急に必要とされる治療を受ける権利を有するものとする。この緊
急治療は滞在又は雇用に関する不正行為を理由に拒否されないものとする。
第29条
移住労働者の子どもは全て，氏名，出生登録及び国籍取得に対する権利
を有する。
第30条
移住労働者の子どもは全て，当該国の国民と平等の取扱に基づき，教育
の機会が与えられる基本的権利を有するものとする。公立の就学前教育機関
又は公立学校に入る機会は，両親の一方の滞在又は雇用に関する変則的な状
態を理由として，あるいは雇用受入国における子どもの滞在の不正規行為を
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１２１
理由として，拒否又は制限されることのないものとする。
第31条
１．締約国は移住労働者とその家族（構成員）の文化的帰属性を尊重す
ることを保障し，出身国との文化的絆の維持を妨げぬものとする。
２．締約国は前項についての努力を援助促進するために適切な措置を講
ずるものとする。
第32条
雇用受入国こおける滞在の満了に基づき，移住労働者とその家族（構成
員）は自己の所得及び貯蓄並びに当該国の適用法律に従い本人の人的財産及
び所有物を移送する権利を有するものとする。
第33条
１．移住労働者とその家族（構成員）は以下の事項に関して，出身国，
雇用受入国又は通過国により告知を受ける権利を有するものとする。
（a）本条約によって生じる権利
（b）当該国の法律及び'慣行に基づく入国条件，権利及び義務，並びに
その国の行政上又はその他法的正式手続きに従うことを可能にする事項。
２．締約国は前項の'情報を普及させるために，あるいは雇用者，労働組
合その他の適当な団体もしくは機関の情報が提供されることを保障するため
に，適切と思われるあらゆる措置を講ずるものとする。適当な場合には，他
の関係国と協力するものとする。
３．前項の適当な`情報は移住労働者とその家族（構成員）に対し申請に
基づき無料で，また可能な限り，各自が理解する言語で与えられるものとす
る。
第34条
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本条約第Ⅲ部はいずれも，移住労働者とその家族（構成員）を全ての通
過国及び雇用受入国の法律と規則に従う義務を，又当該国の国民の文化的帰
属性を尊重する義務から免れさせる効果を有さないものとする。
第35条
本条約第Ⅲ部はいずれも，証書不所持または変則的な状態にある移住労
働者とその家族（構成員）の状態を適正化するものと（もしくは各自の状態
をそのように適正化する権利を有するものと）解釈されてはならない。また,
いずれも第Ⅵ部に規定する国際的移住のために適切で公正な条件を保障する
ための措置を害することもないものとする。
第Ⅳ部
証書所持のまたは正規の状態にある移住労働者とその家族
（構成員）のその他の権利
第36条
雇用受入国において証明書を有するかまたは正規の状態にある移住労働
者とその家族（構成員）は第Ⅲ部に掲げた権利に加えて,本条約第Ⅳ部に掲
げる権利を享受するものとする。
第37条
移住労働者とその家族（構成員）は出発前又は遅くとも雇用受入国への
入国時に，出身国又は雇用受入国により適切に各自の入国に適用される全て
の条件について，特に，各自の滞在及び各自が従事し得る,報酬を得る活動
に関する条件について，また同じく，各自が雇用受入国において満たさなけ
ればならない要件，並びに当該条件の全ての変更に際して各自が申し入れな
ければならない機関についても同様に，十分に告知を受ける権利を有する｡
第38条
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１２３
１．雇用受入国は移住労働者とその家族（構成員）が，事情に応じて滞
在又は労働の認可に影響することなく一時的に不在の状態となることを認可
するよう努めるものとする。認可に際しては，雇用受入国は移住労働者とそ
の家族（構成員）の，特に本人の出身国における，特別な必要と義務とを考
慮にいれるものとする。
２．移住労働者とその家族（構成員）は前項の一時的不在が認可される
条件について充分な告知を受ける権利を有するものとする。
第39条
１．移住労働者とその家族（構成員）は雇用受入国の領域内での移動の
自由及び居住地を選択する自由に対する権利を有するものとする。
２．本条前項の権利は，法律により定められ，国家の安全，公共の秩序，
公衆の健康又は道徳，もしくは他の者の権利及び自由を保護するために必要
であり’かつ本条約において認められた他の権利と抵触しないものを除き，
如何なる制限も受けないものとする。
第40条
１．移住労働者とその家族（構成員）は自己の経済的社会的文化的その
他の利益の促進及び保護のために雇用受入国内で団体及び労働組合を結成す
る権利を有するものとする。
２．前項の権利の行使は法律により定められ，国家の安全，公の秩序，
あるいは他の者の権利と自由の保護のために民主的社会において必要なもの
を除き，如何なる制限をも受けないものとする。
第41条
１．移住労働者とその家族（構成員）は，出身国の法律に従い出身国の
公務に参加し，出身国の選挙の際には投票しかつ選出される権利を有する。
２．締約国は状況に応じて，かつ自国の法律に従い，当該権利の行使を
１２４
促進するものと‐する。
第42条
１．締約国は，出身国及び雇用受入国の双方における移住労働者とその
家族（構成員）に特有な必要，願望及び義務について配慮がなされる手続き
又は機関の設立を考慮し，そして状況に応じて移住労働者とその家族（構成
員）が当該機関において各自の自由な選択による代表を有する可能性を検討
するものとする。
２．雇用受入国は移住労働者とその家族（構成員）が，国内法に従って
その地域社会の生活及び運営に関する決定に参加あるいは協議に加わること
を促進するものとする。
３．移住労働者は雇用受入国がその主権の行使として政治的権利を付与
している場合，当該国においてその権利を享受できる。
第43条
’・移住労働者は以下に関して雇用受入国の国民と同等の取扱を享受す
るものとする。
（a）入学の要件及びその他教育機関及びサービスの規制に従い，当該
機関及びサービスを利用する機会
（b）職業指導及び職業紹介サービスを利用する機会
（c）職業訓練及び再訓練の施設や機関を利用する機会
（d）社会的な住宅計画を含む住宅を利用する機会及び賃貸に関する搾
取に対する保護を利用する機会
（e）社会福祉及び健康サービスを利用する機会，但し各々の計画に参
加するための要件が満たされた場合とする。
（f）各自の移住者としての身分の変更を伴うことなく，また当該団体
の規則及び規制に服しつつ，協同組合及び自主的管理事業を利用する機会
（９）文化的生活を共にする機会
移住労働者とその家族(構戊員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１２５
２．締約国は，移住労働者の滞在条件が雇用受入国により認可された要
件を適切に満たす場合は常に，本条前項の諸権利を移住労働者が享受できる
よう，効果的な平等取扱を保障する条件を促進するものとする。
３．雇用受入国は移住労働者を雇用する者が移住労働者のための住居も
しくは社会的文化的施設を建設することを妨げぬものとする。本条約第70条
に従い，雇用受入国は当該施設の建設を，その設備に関し当該国で一般に適
用されている要件に従い行うものとする。
第44条
，、締約国は，家族とは自然的かつ基本的な社会集団の構成単位であり，
社会及び国家による保護を受ける権利を有することを認識し，移住労働者と
その家族（構成員）の結合`性の保護を保障するために適切な措置を構ずろも
のとする。
２．締約国は，移住労働者とその配偶者との，または法律上婚姻に準ず
る効力を有する関係をその移住労働者と有している人々との再会並びに，各
自の未婚の未成年の扶養を要する子どもとの再会を容易にするために,その
権能を有する範囲内において適切な措置を講ずるものとする。
３．人道的見地から，雇用受入国は前項に掲げたように，移住労働者の
他の家族（構成員）に対しても好意的に同等の取扱を与えるよう配慮するも
のとする。
第45条
１．移住労働者の家族（樅成員）は雇用受入国内で以下に関してその国
の国民と同等の取扱を享受するものとする.
（a）入学の要件及びその他教育機関及びサービスの規制に従い，当該
機関及びサービスを利用する機会
（b）参加の要件が満たされるという条件で，職業指導及び職業訓練機
関とサービスを利用する機会
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（c）各女の計画における参加の要件が満たされろという条件で社会保
障及び公共医療サービスを利用する機会
（d）文化的生活を共にする機会
２．雇用受入国は場合により出身国と共同して移住労働者の子どもを地
域の学校制度に組糸入れることを，特にその他の言語を教えるという見地か
ら，容易にすることを目標とした政策を追求するものとする。
３．雇用受入国は，移住労働者の子どもがその母国語と文化の教育を容
易にするよう努力するものとする。またこの点に関し出身国は適切と判断さ
れる場合には常に，協力するものとする。
４．雇用受入国は，必要に応じ，出身国と協力して，移住労働者の子供
達の母国語の特別教育計画を与えるものとする。
第46条
移住労働者とその家族（構成員）は，当該国の適用される法律並びに関
連する国際協定及び関税同盟への参加に伴う当該国の義務に従い，各自の個
人的財鬘産及び家財並びに自己が雇用受入国に認められた報酬を得る活動に従
事するために要する設備を考慮し，輸入及び輸出関税並びに諸税の免除を，
以下の場合に受けるものとする。
（a）出身国もしくは常駐国からの出発に関し
（b）雇用受入国への初入国に関し
（c）雇用受入国からの最終の出発に関し
（d）出身国または常駐国への最終の帰還に関し
第47条
，、移住労働者は各自の所得及び貯蓄，特に各自の家族（構成員）の扶
養に必要な資金を，雇用受入国から出身国その他の国へ移転する権利を有す
るものとする。
２．当該国はこうした移送を容易にするために適切な措置を講ずるもの
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１２７
とする。
第48条
１．二重課税協定の適用を妨げることなく，移住労働者とその家族（構
成員）は雇用受入国における所得に関し，
（a）同一の状況にある国民に課される以上に高額もしくは重いあらゆ
る種類の税，関税または負担金を支払う義務は有しないものとする。
（b）あらゆる種類の税の減額もしくは免除を受け，また各自の扶養家
族（構成員）に対する税控除も含め，同一の状態にある国民に適用されるあ
らゆる税控除を受ける権利を有する。
２．締約国は移住労働者とその家族（構成員）の所得及び貯蓄の二重課
税を回避するために適切な措置をとるよう努めるものとする。
第49条
，、居住の認可と雇用に従事する認可とが国内法により別個に必要とさ
れる場合，雇用受入国は，少なくとも報酬を得る活動の認可と同じ期間,移
住労働者に居住の認可を認めるものとする。
２．雇用受入国内で自己の報酬を得る活動を自由に選択する認可を得て
いる移住労働者は，不正規な状態にあるとゑなされることばない。また,自
己の労働許可あるいは同種の認可の期限満了に先立ち，報酬を得る活動を終
了したという事実だけで居住の認可を失効することばないものとする。
３．本条第２項の移住労働者に，代替の報酬を得る活動を見つける十分
な時間を与えるために，居住の認可は少なくとも各自が失業給付を受ける権
利を有する期間中は撤回されないものとする。
第50条
１．移住労働者の死亡もしくは婚姻の解消の場合，雇用受入国は家族の
再結合のために，雇用受入国に居住している家族（構成員）に，既に同国に
1２８
居住している期間を考慮して，好意的に滞在認可を与えるよう配慮するもの
とする。
２．前項の認可が与えられない家族（構成員）は，出発の前に雇用受入
国内におけるその個人的諸問題を解決するために相当な期間の滞在を与えら
れるものとする。
３．本条第１項及び第２項の規定は，雇用受入国の法律または雇用受入
国に適用される二国間または多国間条約が当該家族（構成員）に与える他の
全ての滞在及び労働の権利に不利な影響を与えるものと解釈されてはならな
い･
第51条
雇用受入国において各自の報酬を得る活動を自由に選択する許可を与え
られていない移住労働者は，不正規な状態にあると糸なされてはならない。
また労働の許可の満了に先立ち，各自の報酬を得る活動を終了したという事
実だけで居住の認可を失うことばないものとする。但し，居住の認可が，各
自が認可された特定の報酬を得る活動に基づくことが明白である場合はこの
限りではない。当該の移住労働者は，労働認可証に明記されている条件及び
制約に従い，その労働認可の残余の期間中に代替の雇用，公共工事計画，及
び再訓練を求める権利を有するものとする。
第52条
１．雇用受入国内の移住労働者は，以下の制限または条件に従い，各自
の報酬を得る活動を自由に選択する権利を有するものとする。
２．全ての移住労働者のために雇用受入国は
（a）雇用受入国の必要のために国内法が規定している場合は，制限付
きの範嶬の雇用，職務，サービスまたは活動を利用する機会を制限すること
ができる。
（b）領域外で得た職業上の資格の認定に関し，国内法に従い報酬を得
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤．西村）’２９
る活動の自由な選択を制限することができる。しかし，当該締約国は当該資
格の認定を与えるよう努めるものとする。
３．期間の定めのある労働許可を受けている移住労働者に対し，雇用受
入国は，
（a）移住労働者が２年を超えることなく，国内法において定められた
期間，報酬を得る活動の目的で領域内に合法的に居住していることを条件
に，その報酬を得る活動を自由に選択する権利を設けることができる。
（b）法律または二国間または多国間協定に基づく雇用受入国の国民あ
るいは雇用受入国へ同化した人汽に優先権を与える政策に従い,移住労働者
が報酬を得る活動を利用する機会を制限することができる。当該制限はすべ
て，５年を超えることなく国内法において定められた期間，報酬を得る活動
の目的で領域内に合法的に居住している移住労働者に対しては適用してはな
らないものとする。
４．雇用受入国は就労することを認められている移住労働者に,既に合
法的に雇用受入国内にいる期間を考慮して，自己の責任で労働に従事する許
可を与え得る条件及びその逆の場合の条件を定めるものとする。
第53条
１．期間の定めのないあるいは自動更新の居住の認可または入国許可を
有する移住労働者の家族（構成員）は，本条約第52条に従い移住労働者に適
用できるものと同一の条件の下で，自己の報酬を得る活動を自由に選択する
ことを許可されるものとする。
２.自己の報酬を得る活動を自由に選択することを許可されていない移
住労働者の家族（構成員）に関し，締約国は適用される二国間または多国間
協定に従い，雇用受入国に許可を求める他の労働者に優先して，好意的に報
酬を得る活動に従事する許可を認めるよう配慮するものとする。
第54条
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Ｌ自己の居住の認可または労働の許可の条件及び本条約第25条，第２７
条に規定する諸権利を損うことなく，移住労働者は以下に関し雇用受入国の
国民と同等の取扱を享受するものとする。
（a）解雇からの保護
（b）失業給付
（c）失業対･策のための公共工事計画を利用する機会
（d）本条約第52条に従い，失業または他の報酬を得る活動の終了の場
合には代替の雇用を利用する機会
２．雇用者が自己の労働契約の条件に違反していると移住労働者が主張
する場合，本条約第18条第１項に規定する条件に基づき，権限ある雇用受入
国機関に申し立てる権利を有するものとする。
第55条
報酬を得る活動に従事する許可を付与されている移住労働者は，その許
可に付随する条件に従いその報酬を得る活動の実行に際し雇用受入国の国民
と同等の取扱を受ける権利を有するものとする。
第56条
１．本条約第Ⅳ部にいう移住労働者とその家族（構成員）は，雇用受入
国の国内法に明確に規定された理由を除き,かつ第Ⅲ部に定める保護手段に
従い，雇用受入国から追放されてはならない。
２．移似住労働者またはその家族（構成員）から居住の認可及び労働許可
から生じる諸権利を剥奪する目的で追放に訴えてはならない。
３．移住労働者またはその家旅（構成員）を追放すべきか否かを判断す
るに当たっては,当該の者がすでに雇用受入国内に居住してきた期間及び人
道的な立場に配慮を払わなければならない。
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第Ｖ部
特定の範囑の移,住労働者とその家族（構成員）へ適用され
る規定
第57条
木条約第Ｖ部に明記の，証書所持のまたは正規の状態にある特定の範嶬
の移住労働者とその家族（構成員）は，第Ⅲ部に掲げる諸権利及び，下文に
限定する場合を除き，第Ⅳ部に掲げる諸権利を享受するものとする。
第58条
１．本条約第２条第２項(a)に定義する越境労働者は，雇用受入国に常駐
の住居を有さないことを考慮すると共に，雇用受入国の領域での在住及び労
働のために本人に適用される第Ⅳ部に規定の諸権利を享受するものとする。
２.雇用受入国は,越境労働者に，一定期間の後に本人の報w'|を得る活
動を自由に選択する権利を好意的に認めるよう考慮するものとする。この権利
の承認はその者の越境労働者としての状態に影響を与えるものではない。
第59条
１．本条約第２条第２項(b)に定義する季節労働者は，一年の内のわずか
な期間の承雇用受入国に在住することを考慮すると共に，雇用受入国の領域
での在住及び労働のために各自に適用され得，かつ，季節労働者としての雇
用受入国内での各自の身分と一致する第Ⅳ部に規定の諸権利を享受するもの
とする。
２．雇用受入国は前項に従い，相当の期間にわたり雇用受入国の領域に
おいて雇用されてきた季節労働者に他の報酬を得る活動に就くことができる
よう考慮し，また適用される二国間または多国間協定に従い，同国に入国許
可を求めている他の労働者に優先して彼らに優先権を与えることを考慮する
ものとする。
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第60条
本条約第２条第２項(e)に定義する移動巡回労働者は，雇用受入国の領域
内に在住し労働するために各自に与えられ得，かつ，雇用受入国にいる移動
巡回労働者としての身分と一致する第四部に規定の諸権利を享受するものと
する。
第61条
１，本条約第２条第２項(f)に定義する事業従事労働者とその家族（構成
員）は，第Ⅳ部に規定の諸権利を享受する。但し第４３条第１項(b)，（0)，及
び社会的な住宅計画に関連する第43条第１項(d)，また第４5条(b)及び第５2条～
55条の各規定は除外するものとする。
２．事業従事労働者が，雇用者が労働契約の条件に違反していると主張
する場合，本条約第18条第１項に規定された条件に基づき，当該雇用者に対
する司法管轄権を有する国の権限ある機関に各自の事'情を申し立てる権利を
有するものとする。
３．効力を有する二国間または多国間協定に従い，当該締約国は事業従
事労働者が本人の出身国もしくは事業従事中の常駐居住国の社会保障制度の
適切な保護がなされ得るよう努めるものとする。当該締約国はこの点に関
し，権利の拒絶または二重支払いの回避のための適切な措置を識ずるものと
する。
４．本条約第47条の規定及び関連する二国間または多国間協定の適用を
妨げることなく，当該締約国は事業従事労働者の出身国または常駐居住国に
おける所得の支払いを許可するものとする。
第62条
１．本条約第２条第２項(9)に定義した特定雇用労働者は，第Ⅳ部に規定
する諸権利を享受するものとする。但し，第43条第１項(b)，（c)，及び，社会
的住宅計画に関する第43条第１項(d)，また第５2条及び第５4条第１項(d)の各規
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定は除外するものとする。
２．特定雇用労働者の家族（構成員）は，第53条の規定を除き，本条約
の第Ⅳ部における移住労働者の家族（構成員）に関する諸権利を享受するも
のとする。
第63条
１．本条約第２条第２項(h)に定める自営労働者は，雇用契約を有する労
働者に排他的に適用される諸権利を除き，第Ⅳ部に規定する権利を享受する
ものとする。
２．本条約第52条及び第７9条の適用を妨げることなく，自営労働者者の
経済活動の終止は本来的に，本人もしくはその家族（構成員）が雇用受入国
において報酬を得る活動に従事または滞在する認可の撤回を伴わないものと
する。但し，居住の認可が明かに特定の報酬を得る活動に依拠する場合は除
外するものとする。
第Ⅵ部
労働者及びその家族（構成員）の国際的移住に関する安定
的、公正かつ人道的及び合法的条件の促進
第64条
１．本条約第79条の適用を妨げることなく，当該締約国は労働者とその
家族（構成員）の国際的移住に関する安定的，公正，人道的条件を促進する
ために，場合に応じて相談し協力するものとする。
２．この観点から’資源と労働力の必要性の糸ならず，関与する移住労
働者とその家族（構成員）の社会的経済的文化的その他の要求に，また同じ
く関連する社会に及ぼすそうした移住の結果に，十分な配慮が払われるもの
とする。
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第65条
１．締約国は労働者とその家族（構成員）の国際的移住に関する問題点
に対処するために適切な役務を行うものとする。その職務には，とりわけ以
下を含むものとする。
（a）当該移住に関する政策の定式化及び適用
（b）当該移住を所管とする他の締約国の権限ある機関との情報交換，
協議及び協力。
（c）移住と雇用に関する政策，法律及び規則に関し，並びに移住に関
する他国と締結した協定及び他の関連問題に関し，特に雇用者，労働者及び
その団体に対する適切な情報の提供。
（d）出発，旅行，到着，滞在，報酬を得る活動，出国及び帰国に要す
る認可，正式手続及び手配に関し，並びに雇用受入国における労働及び生活
の状況に関し，また，関税，通貨，税その他関連する法律及び規則に関し，
移住労働者とその家族（構成員）に対し情報と適切な援助の提供。
２．締約国は移住労働者とその家族（構成員）の社会的文化的その他の
必要を満たすために必要適切な領事館その他の役務の提供を，場合に応じて
促進するものとする。
第66条
１．本条第２項に従い，他の国において労働者の雇用募集活動を行う権
利は，以下に限られるものとする。
（a）募集活動を行う国の公共事業または公共団体
（b）当該国との間の協定に基づく雇用受入国の公共事業または公共団
体
（c）二国間または多国間協定に基づき設立された団体
２．当該締約国の法律と)慣行に従い設立された国の公共機関による認可，
承認及び監督の下で，当該の目的のために活動する諸機関，信用ある雇用者
または個人等もまた，本条の雇用活動を行う許可を得ることができる。
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第67条
１．当該締約国は，移住労働者とその家族（構成員）が帰国を決意した
時，また居住あるいは雇用の認可が満了した時，あるいは各自が雇用受入国
内で不正規の状態にある時，各自の出身国への通常の帰国の措置を識ずるに
当たり，場合に応じて協力するものとする。
２．正規の状態にある移住労働者とその家族（構成員）については，当
該締約国は場合に応じ締約国により合意を得た条件に基づき，本.人の再定
住のための適切な経済的条件を促進し出身国における永続的な社会的文化
的再結合を容易にさせるために協力するものとする。
第68条
’・通過国を含む締約国は，不正規の状態にある移住労働者の雇用と違
法ないし非合法の活動を予防し排除するために協力するものとする。各々の
当該国の司法管轄権においてこの目的のために採り得る措置には以下のもの
がある。
（a）出入国に関する誤解を招く恐れのある`情報の流布に対･する適切な
措置。
（b）移住労働者とその家族（構成員）の違法ないし非合法の活動を探
知し撲滅する措置，また当該の活動を実行し組織化するために，組織，実行
あるいは援助する人，集団または法人に効果的な制裁を課する措置
（c）不正規状態にある移住労働者とその家族（構成員）に対し暴力，
威嚇，脅迫を用いる人，集団または法人に効果的な制裁を課すための措置
２.雇用受入国は，その領域において不正規な状態にある移住労働者の
雇用を排除するためのあらゆる適切かつ有効な措置を，場合に応じて，労働
者を雇用する者への制裁も含め，講ずるものとする。雇用に基づく雇用者に
対する移住労働者の権利は，この措置によって害されるものではない。
第69条
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１．締約国は，領域内の移住労働者とその家族（構成員）が不正規な状
態にある場合，その状態の解消のための適切な措置を講じるものとする。
２．当該締約国は適用される国内法及び二国間または多国間協定に従い，
そうした人々の状態を正規のものとしようと考慮する場合は常に，各自の入
国の状況，雇用受入国での滞在の継続期間及びその他の関連事項の考察，と
りわけ各自の家族の状況に関する考察について適切な配慮が払われるものと
する。
第70条
締約国は正規の状態にある移住労働者とその家族（構成員）の労働条件
及び生活条件が，標準的な良好な健康状態，安全，心身の健全及び人間の尊
厳の諸原則を維持することを保障するために，自国民より不利な措置を適用
してはならない。
第71条
１．締約国は必要な場合には，死亡した移住労働者またはその家族（構
成員）の遺体を出身国に送還することを容易にするものとする。
２．移住労働者またはその家族（構成員）の死亡に関連する補償問題に
ついては，締約国は場合に応じ，この問題の迅速な解決のために当事者を援
助するものとする。この問題の解決は，この条約の諸規定及び全ての関連す
る二国間または多国間協定に従い適用される国内法に基づき実施されるもの
とする。
第Ⅶ部
条約の適用
第72条
１．（a）この条約の適用を検討するために，「全ての移住労働者とその
家族（構成員）の権利の保護に関する委員会」（以下「委員会」とする）を
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１３７
設置するものとする。
（b）委員会はこの条約の効力発生の時は10人の，４１番目の締約国に
よる条約の実施後には，本条約が対象とする分野において徳望が高く，公平
無私の，かつ十分な能力を有する専門家14人で構成する。
２．（a）委員会の委員は，締約国が推薦する人女の名簿から，出身国及
び雇用受入国を含む公平な地理上の配分及び主要な法体系が代表されるよう
に十分な配慮を行い，締約国の無記名投票で選出されるものとする。各締約
国は自国民の中から－人を推薦することができる。
（b）委員は個人の資格で選出ざれ職務を務めるものとする。
３.第一回選挙は本条約の実施日後６箇月以内に，その後は２年毎に行
うものとする。国際連合事務総長は，各選挙日の遅くとも４箇月前までに，
全締約国に対し，２カ月以内に推薦書を提出するよう書簡を送付するものと
する。同事務総長は，推薦した締約国名を表示した指名された者全員のアル
ファベット順の名簿を準備し，指名された人々の履歴と共にそれを選挙日の
－箇月以上前に締約国に提出するものとする。
４．委員会の委員の選挙は，国際連合事務総長により国際連合本部に召
集される締約国の会合において行うものとする。この会合は，締約国の三分
の二をもって定足数とし，出席しかつ投票する締約国の代表によって投じら
れた票の最多数で，かつ過半数の票を得た指名された者をもって委員会に選
出された委員とする。
５．（a）委員会の委員は，４年の任期で選出される。但し，最初の選挙
において選出された委員の内５人の委員の任期は，２年で終了するものとし，
これらの５人の委員は，最初の選挙の後直ちに，締約国の会合の議長により
くじ引きで選出されるものとする。
（b）委員会の４人の追加的な委員の選挙は，４１番目の締約国に対
して本条約が発効後，本条第２項，第３項，第４項の規定に従って行うもの
とする。この時に選出された追加的な委員の内二人の任期は，２年で終了す
るものとし，これらの委員の氏名は締約国の会合の議長によりくじ引きで選
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出されるものとする。
（c）委員会の委員は再推薦されたときには，再選される資格を有す
るものとする。
６．委員会の委員が死亡しまたは辞任しもしくはその他の理由のため委
員会の職務を遂行することができなくなった場合には，当該の委員を指名し
た締約国は，前任者の残余の任期の間，自国民の中から他の専門家を任命す
るものとする。新たな任命は委員会の承認を必要とする。
７．国際連合事務総長は委員会の職務を有効に遂行するために必要な職
員及び便益を提供するものとする。
８．［委員会の委員は，国際連合総会で決定される条件及び状況に従い，
国際連合の財源から報酬を受けるものとする｡］
あるいは
［締約国は，以下について責任を有するものとする。
（a）委員会の委員がその職務を履行する間の支出
（b）本条第７項に従い国際連合が支払う，職員，便益の費用等全て
の支出の国際連合への返済を含め，締約国の会議及び委員会の開
催に関する支出］
９．委員会の委員は，国際連合の任務を遂行する専門家として，「国際
連合の特権及び免除に関する条約」の当該条文の規定する便益，特権及び免
除を享有するものとする。
第73条
’・締約国は本条約を実施するために採った立法上司法上行政上その他
の措置に関する報告を，委員会による検討のために，国際連合事務総長に提
出するものとする。
（a）当該締約国について本条約が効力生ずる時から一年以内
（b）その後５年毎，かつ委員会の要請がある時
２．本条（第73条）のもとになされる報告には，必要な場合，本条約の
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履行に影響を及ぼす要因及び障害を指摘することができる。また当該締約国
に関する移住者の流出入の特徴についての'情報を含むものとする。
３．委員会は報告書の内容に適用されるガイドラインを決定するものと
する。
４．締約国はその報告書を自国において公衆が広く利用できるようにす
るものとする。
第74条
Ｌ委員会は各締約国により提出された報告書を審査し，当該締約国に
とって適切と思われる意見書を送付するものとする。当該締約国は，第74条
に従い委員会がなす全ての意見書に関し，委員会の見解に従うものとする。
委員会はその報告を検討する際，締約国から追加の情報を要求することがで
きる。
２．国際連合事務総長は委員会定期会合の各会開始前のしかるべきとぎ
に’国際労働事務局が，その任務の範囲内にありかっこの条約が取り扱う諸
問題について，国際労働機関が与え得る専門的意見により委員会を補助でき
るよう，当該締約国により提出された報告書の写しとその報告書の検討に関
連する情報とを，国際労働事務局事務局長に送付するものとする。
３．国際連合事務総長は，委員会との協議の上，政府間機関及び他の専
門機関に，報告書中のその任務の範囲内に含まれ得る部分の写しを送付する
ことができる。
４．委員会は国際連合の諸専門機関に，また政府間機関及びその他の関
連団体に，委員会による検討のために，その活動の範囲内に含まれプかつ，
本条約に取り扱われる問題に関する'情報を書面で提出するよう要請できる。
５.委員会は，国際労働事務局に，顧問として委員会の会合に参加する
その代表を任命するよう要請しなければならない。
６．委員会は国際連合の他の諸専門機関の代表に，また政府間機関の代
表に，その任務の範囲内に含まれる問題を検討する場合は，その会合に出席
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するよう要請できる。
７．委員会は本条約の履行に関する年次報告書を国際連合総会に提出す
るものとする。同報告書には特に，締約国により提出された報告書及び他の
見解の審査に基づき委員会独自の考察及び勧告が含まれる。
８．国際連合事務総長は委員会の年次報告書を本条約の締約国，「経済
社会理事会｣，「国際連合人権に関する委員会｣，及び国際労働事務局事務局
長その他関連諸機関に送付するものとする。
第75条
１．
２．
３．
４．
委員会は，独自の手続き規則を採択するものとする。
委員会は，役員を２年の任期で選出するものとする。
委員会は，原則として年一回開催するものとする。
委員会の会合は原則として国際連合本部で開催されるものとする。
第76条
１.この条約の締約国は，本条約に基づく義務が他の締約国によって履
行されていない旨を主張するいずれかの締約国からの通報を受理し考察する
権限を委員会に認めることを本条の規定に基づいていつでも宣言することが
できる。本条に基づく通報は，委員会に当該の権限を認める宣言をした国に
より提出された場合Iこの糸受理し考察することができる。この宣言を行って
いない締約国についての通報を，委員会は受理してはならない。本条の下で
受理された通報は以下の手続きに従って取り扱われるものとする。
（a）本条約の締約国は，他の締約国が本条約に基づく義務を履行して
いないと考察､する場合，書面の通知によりその事態につぎ当該の他の締約国
の注意を喚起することができる。通知を受領する締約国は，受領後３箇月以
内に，当該の事態を明白にする書面による説明その他の陳述書を通知を送付
した国に提供し，その事態について既にとられ，現在とっており，また将来
とることができる自国内で講じられた手続き及び救済措置に，可能かつ適切
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）ｚ４１
な範囲内で言及しなければならない。
（b）当該の問題が，締約国が最初の通知を受領した後６箇月以内に双
方の当該締約国の満足するように調整されない場合には，いずれの一方の締
約国も，委員会及び他方の締約国に通告することにより，当該の事案を委員
会に付託する権利を有するものとする。
（0）委員会は，本条の規定に基づき付託された事案について，全ての
国内的な救済措置がとられかつ尽くされたことを確認した後に限り，一般的
に認められた国際法の原則に従って，付託された事案を取り扱うものとする。
但し，委員会の考えで救済措置の実施が不当に遅延している場合はこの限り
ではない。
（d）前項に従い，委員会は本条約に掲げる義務の尊重を基礎として，
事案の有効的解決のために当該締約国に対し斡旋を行うものとする。
（e）委員会は本条による通報を審査する場合には非公開の会合を開催
するものとする。
（f）前(b)に従い同委員会に付託された全ての問題に関し，委員会は前
(b)にいう当該締約国に対しあらゆる関連情報を提供するように要請すること
ができる。
（９）前(b)にいう当該締約国は，委員会において当該の事案が審議され
ている間において，口頭または書面により意見を提出する権利を有するもの
とする。
（h）委員会は前(b)の通告を受領日後12箇月以内に，以下の報告を提出
するものとする。
ｉ）前(d)の条件の範囲内で解決に到達した場合には，委員会は，事
実及び到達した解決について簡潔に記述したものを報告する。
ｉｉ）前(d)の条件の範囲内で解決に到達しない場合には，委員会は，
当該の報告において当該締約国間の当該事案に関する関連事実を掲げるもの
とする。当該報告に当該締約国の口頭による意見の記録及び書面による意見
を添付するものとする。委員会はまた，双方の当該締約国間の当該事案に関
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当該締約国に対してのみ，通知することが連すると思われる全ての見解を，
できる。
報告は，各事案毎に，当;
２．この条の規定は，
当該締約国に通知するものとする。
本条約の十の締約国が前項の規定に基づく宣言を
宣言は，締約国が国際連合事務総長に行った時に効力を生ずるものとする。
その写しを他の締約国に通知する。
言
回
宣
撒寄託するものとし，同事務総長は，
同事務総長に対する通告により， いつでも撤回することができる（９
１
一‐〈＋（
Ｊ
Ⅱ
ｌ
Ⅱ 本条の規定に従って既に送付された通報における如何なる事案の審議を
し妨げるものではない。宣言を撤回した締約国による新たな通報は，同事務
総長がその通告を受領した後は， 当該締約国が新たな宣言を行ない限り， 本
条の規定に基づいて受理してはならない。
第77条
１．この条約の締約国は， その管轄の下にある個人でこの条約の規定が
って侵害されたと主張する者からのまたはその者のための通上の締約国によ
委員会が受理しかつ考察する権限を有するこ報を， とを認めることを，本条
委員会は，宣言を行っての規定に基づいて いつでも宣言することとができる。
いない締約国についての通報を受理してはならない.
委員会は本条の規定に基づく通報であって， 匿名のiもの，または委２．
通報提出の権利の濫用であり若しく I土木条約の規定に抵触す員会によって，
認容できないものと考える。ると考えられるものは，全て，
次のことを確認した場合を除き， この条の規定による個３．委員会は，
人からのいかなる通報も考察しないものとする。
他の国際的調査または解決の手続きの下で， 審査（a）
されたこ
の）
同一の問題が，
とがなくかつ審査されていないこと。
当該の個人が利用し得る全ての国内的救済措置を尽くしたこと。
救済措置の実施が不当に遅延する場合， または，その個人に有効な救但し，
済措置をもたらさないと委員会が思料する場合はこの限 りではない。
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１４３
４．本条第２項の規定に従い，委員会は本条の規定によって提出された
全ての通報について，この条約の締約国であって，第１項の規定に基づく宣
言を行いかっこの条約のいずれかの規定を侵害していると主張されている締
約国の注意を喚起する。注意を受けた締約国は，６箇月以内に，問題を明ら
かにし及び自国が採り得た救済措置がある場合には，その救済措置につい
て明らかにする説明書，または声明書を委員会に提出するものとする。
５．委員会は個人によりもしくは個人のために及び当該締約国により提
供された全ての1情報に照らして，本条の規定によって受理された通報を考察
するものとする。
６．委員会は本条の規定により通報を審査する場合には，非公開の会合
を開催するものとする。
７．委員会は当該締約国及び個人に，委員会の見解を送付するものとす
る。
８．この条の規定は，この条約の十の締約国が第１項の規定に基づく宣
言を行った時に効力を生ずるものとする。宣言は，締約国が国際連合事務総
長に寄託するものとし，同事務総長は，その写しを他の締約国に送付する。
官言は，同事務総長に対する通告により，いつでも撤回することができる。
撤回は，本条の規定に従って既に送付された通報における如何なる事案の考
察をも妨げるものではない。個人からのまたは個人のための新たな通報は，
同事務総長が宣言の撤回の通告を受領した後は，当該締約国が新たな宣言を
行わない限り，本条のもとで，受理してはならない。
第78条
この条約の第76条の規定は，国際連合及び国際連合諸専門機関の組織文
書または国際連合及び国際連合専門機関により採択された条約に規定された
本条約が対象とする分野において，紛争もしくは苦,情を解決するために，い
かなる他の手続きをも妨げることなく適用されるものとする。また，締約国
が締約国間において効力を有する国際協定に従って紛争を解決する他の手続
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ぎに訴えることを妨げるもので|犬ない･
第Ⅷ部
一般規定
第79条
この条約におけるいずれの規定も，各締約国が移住労働者とその家族
（構成員）の入国を決定する基準を定める権利に影響を及ぼすものではない。
締約国は，移住労働者とその家族（構成員）の法的状態及び取扱その他に関
する問題に関して，木条約に掲げる制限を受けるものとする。
第80条
この条約におけるいずれの規定も，本条約が対象とする諸問題に関し，
国際連合の様女な機関及び専門機関の各々の責任を定める国際連合憲章及び
専門機関の憲章の規定を損なうものと解釈されてはならない。
第81条
１．この条約の如何なる規定も，以下の移住労働者とその家族（構成
員）に与えるより好意的な権利と自由に影響を及ぼさないものとする。
（a）締約国の法律及び`慣行
（b）当該締約国について効力を有する二国間または多国間条約
２．この条約におけるいずれの規定も，国，集団または個人が本条約の
掲げる権利及び自由を侵害し得る活動に従事し，もしくは行為を行う権利を
有することを意味するものと解､することはできない。
第82条
この条約におけるいずれの規定も，移住労働者とその家族（構成員）の
諸権利を破棄されてはならない。移住労働者とその家族（構成員）に，これ
ら権利のいずれをも放棄または破棄するよう，如何なる形態の圧力を行使す
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１４５
ることも認められないものとする。本条約中に認める諸権利を契約によって
侵害することはできないものとする。締約国は以上の原則が尊重されること
を保障するために適切な措置を識ずるものとする。
第83条
本条約の締約国は全て，以下を約束する。
（a）この条約において認められた諸権利または自由を侵害された者が，
公的資格で行動する者によりその侵害が行われた場合にも，効果的な救済措
置を受けることを確約すること。
（b）救済措置を求める者の権利が権限を有する司法上，行政上もしく
は立法上の機関または国の法制度で定める他の権限を有する機関によって審
理され,判断されることを確約すること｡及び，司法上の救済措置の可能性
を発展させること。
（c）救済措置が与えられる場合に，権限を有する機関によって執行さ
れることを確約すること。
第84条
各締約国は本条約の規定を履行するために必要な立法上その他の措置を
行うことを約束する。
第Ⅸ部
最終規定
第85条
国際連合事務総長は，この条約の受託者として指定される。
第86条
１．この条約は全ての国による署名のために開放しておくものとする。
本条約は批准されなければならない。
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２．この条約は全ての国による加入のために開放しておくものとする。
３．批准もしくは加入の文書は国際連合事務総長に寄託されるものとす
る。
第87条
１．この条約は20番目の批准書または加入書が寄託された日の後の３箇
月を経過した日より効力を生ずるものとする。
２．この条約は，本条約の発効後に批准もしくは加入する国については,
その批准書または加入書が寄託された日の後３箇月を経過した日より効力を
生ずるものとする。
第88条
この条約を批准しまたは加入する国は，本条約の如何なる規定の適用を
も除外してはならない。また，第３条の規定の適用を妨げることなくあらゆ
る特定の範嶬の移住労働者を適用から除外してはならない。
第89条
１．締約国は，国際連合事務総長に対して書面による通告を行うことに
より，本条約が当該締約国に対し効力を生じた後５年後に廃棄通告すること
ができる。
２．前項に基づく廃棄は，国際連合事務総長がその通告を受領した日の
後１年を経過した日より効力を生ずる。
３．前項に基づく廃棄は，廃棄が効力を生ずるロより前に生じたいかな
る作為または不作為についても，締約国を，この条約に基づく義務から免除
する効果を有するものではない。また，廃棄は，それが効力を生ずる日の前
に既に委員会により検討されている事案についてもその検討を継続すること
をけっして妨げるものではない。
４．締約国の廃棄が効力を生ずる日の後においては，委員会は，当該国
移住労働者とその家族(構成員)の権利保護に関する国際条約（加藤・西村）１４７
に関するいかなる新たな事案の検討も開始してはならない。
第90条
1．この条約の効力を生ずる日から５年経過の後に，この条約のいずれ
の締約国も改正を提案し,及び改正案を国際連合事務総長に書面により提出
することができる。同事務総長は直ちに，この条約の締約国に対し，改正案
を送付するものとし，締約国による改正案の審議及び投票のための締約国会
議の開催についての賛否を同事務総長に通告するよう要請する。この通告の
日から４箇月以内に締約国の三分の－以上が会議の開催に賛成する場合には，
同事務総長は，国際連合の主催の下に会議を召集する。会議において出席し
かつ投票する締約国の過半数によって採択された改正案は，承認のために総
会に提出されるものとする。
２．改正案は,国際連合総会において承認を受け，かつ，この条約の締
約国の三分の二以上が各々の国の憲法上の手続きに従って改正を受諾した時
に効力を生ずるものとする。
３.改正は,効力を生じた時は，改正を受諾した締約国を拘束するもの
とし，他の締約国は,従前の受諾した改正を含む改正前のこの条約の規定に
より引続き拘束される。
第91条
１．国際連合事務総長は署名，批准または加入の際に行われた留保の書
面を受領し，かつ全ての締約国に送付するものとする。
２．この条約の主旨及び目的と両立しない留保は認められない。
３．留保は，国際連合事務総長に宛てた通告により，いつでも撤回する
ことができるものとし、同事務総長はその撤回を全ての国に通報するものと
する。このようにして通報された通告は，受領された日に効力を生ずるもの
のとする。
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第92条
，．この条約の解釈または適用に関する締約国間の紛争で交渉によって
解決されないものは，いずれかの紛争当事国の要請により,仲裁に付される。
仲裁の要請の日から６箇月以内に仲裁の組織について粉争当事国が合意に達
しない場合は，いずれの紛争当事国も，国際司法裁判所規定に従って国際司
法裁判所に紛争を付託することができる。
２．各締約国はこの条約の署名もしくは批准またはこの条約への加入の
際に，前項の規定に拘束されない旨を宣言することができる。他の締約国は,
そのような留保を付した締約国との関係において前項の規定に拘束されない
ものとする。
３．前項の規定に基づいて宣言を行った締約国は，国際連合事務総長に
宛てた通告によりいつでもその宣言を撤回することができる。
第93条
１．この条約は，アラビア語，中国語，英語，フランス語，ロシア語及
びスペイン語を等しく正文とし，国際連合事務総長に寄託するものとする。
２．国際連合事務総長はこの条約の認証謄本を全ての国に送付するもの
とする。
この翻訳は，財団法人：社会安全研究財団の委託を受け，1991年８月20日
付で外国人労働者問題研究会（会長手塚和彰教授）に提出したものである。
加藤直隆：日本大学講師，４月１日より本学非常勤講師
